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は じ め に

今 日で は 多 くの 分 野 で バ ー コー ド(LinearBarCodeSymbol:一 一次 元 バ ー コ ー

ド)が 利 用 され て い る。 この バ ー コー ドの デ ー タ容 量 を 増 大 させ た二 次 元 コ ー

ド(Two-DimensionalSymbo1:二 次元 シ ンボ ル)や 、RFID(RadioFrequency

IDentification:無 線 認 識)と 呼 ば れ る 無 線 タ グ な ど を 総 称 し て 、ADC

(AutomaticDataCapture:自 動 デ ー タ収 集)メ デ ィ ア と呼 ん で い る 。 このA

DCメ デ ィ ア が デ ー タキ ャ リア とな り、 バ ー コ ー ドリー ダ や 無 線 受 信 機 な どA

IDC(AutomaticIdentificationandDataCapture:自 動 認 識 お よ び デー タ

収 集)技 術 の進 歩 に よ り、 商 品 や 製 品 流 通 で の仕 分 け お よ び 販 売 時 の 識 別 や 盗

難 防止 、家 畜 な どの 動 物 の 識 別 等 に利 用 され て い る 。

今 後 は 高 速 道 路 の ノ ンス トップ 自動料 金 徴 収 や 鉄 道 の ノ ン コ ン タ ク ト定 期 乗

車 券 、公 衆 電 話 の 機 密 性 の 高 い 利 用 カ ー ドな ど多 く の分 野 で 普 及 す る と期 待 さ

れ て い る。

EDIの 分 野 に お い て も、ADCメ デ ィ ア は 「情 物 一 致 」 の原 則 を 守 るた め

の ツー ル と して 、多 くの 業 界 団体 で導 入 も し くは検 討 され て い る。

ADCメ デ ィ ア に 記 録 され るEDI情 報 の 標 準 化 が 、1996年3月 か らI

SO/IECJTC1のSC31で 進 め られ て い る 。SC31の 規 格 に はUN

/EDIFACT、ANSIのX12と 並 ん で 、わ が 国 のCII標 準 も採 択 され

た ので 、ADCメ デ ィ ア の 世 界 で もCII標 準 が 国 際 標 準 の 一 つ と して 認 め ら

れ て い る。

本 報 告 書 は 、ADCメ デ ィ ア の 中で 今 後 急 速 に普 及 す る と見 られ るRFID

につ いて 、 実 際 に 国 内 で 運 用 され て い るRFID利 用 シス テ ム を調 査 した 結 果

を と りま とめ た 。 また 、技 術 や 標 準化 の 動 向 につ いて も併 せ て 紹 介 して い る 。
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第1章 目的 と範囲

1.1研 究 委 員 会 の 目的 と範 囲

平成7年 度 よ りEDIに お ける情物一致の原則 を達成す るツール として、2次 元 シンボ

ル に注 目を し、 「二次元 コー ド検討委員会」を設立 して、2年 間に渡ってその技術や標準

化の動向および利用事例な どを調査 してきた。その後、新 しくデー タキャ リア として注 目

され始めたのが、RFIDで ある。 このRFIDに ついて2次 元 シンボルの時 と同様 に調

査検討 を行 うため、二次元コー ド検討委員会 を、 「ADCメ ディア検討委員会」 と改称 し

た。

ADCメ デ ィア検討委員会の下に、 「ADC技 術研究会」 を設 け、RFIDがEDIシ

ステム に対 して どのよ うな使われ方 をし、 どういった効果 を提供す るのか、広 く現状を調

査 して関係業界団体へ周知す ることを目的とした。

現在、ISO/IECJTClSC31の 国内対応窓 口は、(社)情 報処理学会である

が、実質的な内容の検 討を行っているのは、(社)日 本電子 工業振興協会(電 子協)のA

DC委 員会である。ADC委 員会には、JTClSC31に 対応 して、4つ のWGが 設立

され活発に活動をして いる。

本研究委員会 は、電子協のADC委 員会と協調 して研究 を行 い、RFIDの 技術お よび

標準化動向を調査 し、現状の利用状況 をとりまとめることを活動の範囲としている。

1.2EDIとRFID

受発注業務 に代表 されるEDIは 、電子データの交換 と同時 にその対象となる物の動 き

を把握する ことが重要な要素 になる。 これを実現す る手段 として、ADCメ ディアが利用

されている。

最 も広 く普及 しているのがバーコー ドで、スーパーや コンビニな どの商品には必ず と言

っていいほどバー コー ドが付いている。 しか し、 このバーコー ドはデー タ容量が少な いた

め、企業や商品な どのコー ドしか表現できない。そ こでシステム上にコー ドに対応す る詳

しいデー タを記録 したデータベースを持つ必要が生 じる。 デー タベースのメンテナンスに

は多大なパワー を必要 と し、少量多 品種の商品や変化の激 しい商品な どはデータベースの

更新が追 い付かず、バーコー ド利用 のネックになっている。

そ こでデータベース レス ・システムを 目指 して、開発 されたのが容量を飛躍的 に増大 さ
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せた2次 元 シンボルである。2次 元 シンボルの動向 については、 「EDIに お ける二次元

コー ドの利用 に関す る調査報告書(1)・(ll)」 をご覧頂きたい。

2次 元 シンボルも含めてバーコー ドは リー ドオン リー(読 取専用)で あ り、一度 に一つ

の情報 しか識別できない。一度 に複数の物の識別、さ らに隠れた物 の識別や情報の付加(リ

ライ ト)な ど、よ り多 くの機能 を利用できるのがRFIDで ある。

RFIDを 使用する事 によ り、ネ ッ トワーク基盤 のない地域や企業にお いて も擬似的な

EDIを 行 うことがで きる。 これは2次 元シ ンボルでも可能であ り、ペーパーEDIと も

呼ばれている。また、RFIDの リライ ト機能 を生か して、製品や部品の履歴情報や客先

情報 を付加 してい くことで、EDIシ ステム と連携 をと りなが らSCM(サ プライチ ェー

ン ・マネージメン ト)シ ステムへ と発展 させ ることができる。
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第2章RFIDの 種類とその特徴

2.1本 報 告 書 で対 象 とす るRFID

－般 にRFIDと 総称 した場合には
、各種の形状 と特性 を持 ったものがすべて含 まれる。

本調査の中では、RFIDをrRFIDタ グ」と 「非接触ICカ ー ド」の2種 類 に分 けて

考 え、本報告書はRFIDタ グを中心 に記述する。

ここで言 う非接触ICカ ー ドとは、ISO/IECJTClSC17で 標準化が進めら

れている、横85.60mm× 縦53.98mm× 厚み0.76mmの 形状のものを指 し、

最近、定期券、テ レフォンカー ド等に利用 されようとしているものが含まれる。

上記の非接触ICカ ー ド以外 のすべてのものをRFIDタ グと呼び、本調査の対象 とし

て考える。

2.2RFIDタ グ の 種 類

RFIDタ グの種類 には 、大別 して4タ イ プが ある。

これ らの 分類 は、 そ の交信 媒 体 、 あ るい は交 信 方式 等 を切 り口 と して お り、① 電 磁 結合

タイ プ(ElectromagneticCoupling)、 ②電 磁誘 導 タイ プ(ElectromagneticInduction)、

③ マイ ク ロ波 タイ プ(Microwave)、 ④ 光 タイ プ(Optica1)で あ る。 なお 、 電磁 結 合 タ イ

プ は、広 義 の 意味 で電 磁 誘導 タイ プ に含 まれ る。

以下 に、各 タイ プ の簡 単 な原 理 を説 明す る。
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(1)電 磁結合タイプ

図1に 電磁結合タイプの簡単な原理ブロック図を示す。

瀧 一[lliill]

灘エ

受信
皿

H変 ㍉一流

籠 一[憂彊
アンテナ ■■■■■■ゴー タグ

図1電 磁結合 タイプの原理(概 略ブロック図)

電磁結合タイプは、交流磁界 によるコイルの相互誘導 を利用 した トランス結合 と言える。

電磁結合タイプは原理的に近接セ ンサの応用 に近 く、当初 このタイ プのRFIDを 発売 し

たメーカーの多 くは近接センサを開発 していたメーカーであった。

また、電磁結合タイプに使用 されている交信周波数 は、一般的に400kHz～550

kHz程 度であ り、FA等 での厳 しいノイズ環境での使用でもほ とんど問題がないため、

その交信信頼性が評価 され、 自動車業界を初め とするFA領 域で最 も活用されているタイ

プである。

電磁結合 タイプの詳 しい特徴 につ いては次項で述べることにする。なお、最近では、本

タイプを広義では電磁誘導タイプに包含する ことが多い。
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(2)電 磁誘導タイプ

図2に 電磁誘導タイプの簡単な原理ブロック図を示す。

電磁誘導タイプ とは、一般的に微小ダイポール(ア ンテナ)か ら発せ られ る電界、およ

び、磁界の成分 のうち1/距 離2に 比例する誘導電磁界の成分 を使った もので、誘導電磁界

タイ プと呼ばれ ることもある。一般的には、交信周波数に100kHz～ 数MHzを 採用

している。

→ 画[∋ ス
fo

電波

受信
皿

皿 ← 唾 工∋ 享=一∈工翌]←瀧
一 アンテナ■■■■■■ 食)/⊆

■■■■■■■■ タグ_

図2電 磁誘導タイプの原理(概 略ブロック図)

また、特 に周波数が100kHz～150kHz帯 のものは、長距離交信が可能であ り、

長 いものでは1m程 度 の読み取 りができるものがある。 しか し、一方では、イ ンバータ、

モータ、あるいはCRTデ ィス プレイ等か ら発せ られたノイズが、電磁誘導タイプの交信

周波数と類似 しているため に妨害を受け、S/N比 が低下 した結果、交信エ ラーを起 こし

易 くなる という問題が発生す る。そのため、電磁誘導タイ プは、FA領 域等での活用よ り

も、その長距離交信 という特徴 を活か し、人の入 退室管理や動物の管理、あるいは物流関

連等で多 く採用 されて いるのが一般的である。

最近、非接触ICカ ー ド(無 線設備規則ではワイヤ レスカー ドと呼ぶ)と 言われ る分野

で13.56MHzと いう周波数帯域を使用 していることは周知の通 りである。 日本でも

1998年12月 に電波法施行規則の一部が改正 され、13.56MHz帯 を非接触IC

カー ドに使用する ことができるようにな った。13.56MHzと いう周波数帯 は、RF

IDに とって今後最 も注 目され ると思われる周波数帯域で あ り、 この分野の開発が進む こ

とで、RFIDの 世界が大きく変わる ことは間違 いない。特 に海外では、電波 法関連の規
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制緩和が進んでいるため、70cmレ ベルの長距離交信が可能で、交信速度 も数10kb

psと 速 く、かつ大量生産 によ り恐 らく数10円 レベルの価格を実現す る可能性が高いた

め、RFIDの 市場拡大の鍵 を握 っていると言っても過言ではないであろう。

(3)マ イクロ波タイプ

マイクロ波 タイプ とは、その名の通 り交信媒体 にマイ クロ波 を利用 したRFIDで ある。

日本においてマイ クロ波タイ プのRFIDに 使うことができる交信周波数は、2.45G

Hzで あるが、米国では900MHz帯 のもの も認可されている。また、 日本国内には大

き く分けて2種 類 のマイクロ波タイプのRFIDが 存在 している。 これ は、電波法か らく

る違いで ある。一種類は、構 内無線局対応 のもので 、他方 は特定小電力対応で ある。 これ

らの違いを一言で言えば、マイ クロ波タイプのRFIDの 使用者が無線局の免許を開局 し

なければな らないか、あるいは自由に使えるか、である。

①構内無線局対応

マイクロ波 タイプのRFIDで アンテナの空中線出力が300mW以 下のタイ プ

が これ に該当す る。構内無線局対応 のRFIDは 、出力が大きいため長距離交信が

可能で ある点が大 きなメリッ トである。長 いものでは、10mを 超える交信ができ

る。また、RFIDタ グに電池 を内蔵 しない電池 レスタグで50～70cmの 交信

ができるものも実現できる。

実際の運用 について述べる と、RFIDメ ーカーはタグその ものが電波法の規定

を満足 していることを証明する 「技術基準適合証明」を受 ける必要がある。そ して、

このRFIDを 実際の設備や システム として使用す る企業等が構内無線局の開局を

しなければな らな い。構内無線局の開局手続きは、無線局開局 申請書や工事設計書

に必要事項 を記入 し、システム構成図、アンテナの設置場所を明記 した図面等 を添

付 した形で、各地方の電気通信監理局へ 申請する。なお、申請者 は、RFIDを 使

用する企業の代表者(通 常、社長)で あるが、委任状 を添 えた代理人申請 も認め ら

れている。また、システム構成、ア ンテナ数、アンテナ設置場所等 を変更 した場合

には、変更届け く申請)を する必要がある。 もしも、RFIDを 使 った設備の使用

を止めた場合には、無線局の廃止届 けをす ることになる。 このよ うに、構 内無線局

での運用には様 々な規定が存在 して いるが、これ らの規定 に基づいた手続き ・処理
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がきちん となされているか という点 で課題が残る。そのため、RFIDメ ーカーが

率先 してその運用 をRFIDの 使用者側に伝えていくことが必要である。

②特定小電力対応

マイ クロ波タイ プのRFIDで ア ンテナの空中線出力が10mW以 下で、かつ読

み出 し符号を有 して いるタイ プは、構内無線局ではな く特定小電力機器 として取 り

扱 うことができる。 この特定小電力対応 のメリッ トを一言で言 うと、RFIDの 使

用者が無線局の開局 申請を しないで も自由に使える点である。各RFIDメ ーカー

が有す るマイクロ波 タイプのRFIDシ ステムが特定小電力機器 としての規定 に適

合 していることを 「技術基準適合証明書」 という形で証明 してお けば、それを使用

す る各企業では構 内無線局のよ うに無線局の開局 申請をす る必要はない。諸外国の

電波法もこれに近 く、各RFIDメ ーカーが各機器 の型式認定 を取れば、使用す る

側は 自由に使える仕組みになっている。

特定小電力対応 のRFIDは 、アンテナ側の空中線出力が構 内無線局対応の30

0mWに 対 して1/30の10mW以 下であるため、交信距離 も大幅 に低下す ると

考えがちであるが、実際 にはRFIDタ グに電池を内蔵 した もので5mレ ベル の交

信が可能 になっている。電池 レスタイプでは、数cmと いった レベルの交信距離 し

か実現で きない可能性が高 く、本来マイクロ波タイプのRFIDの 特徴 である長距

離交信 という点でのメ リットが活か しきれな いため、実用化は難 しいと思われる。

なお、図3に マイ クロ波タイプのRFIDの 簡単な原理ブ ロック図を示す。本 ブ

ロック図で表 して いる偏波方式は垂直 ・水平偏波方式であるが、現在はほとんど円

偏波方式 となっている。

マイ クロ波タイ プのRFIDは 、長距離交信、高速交信 という特徴 を活か し、 自

動車業界 にお ける車体組立工程 での活用、駐車場等での車両管理、工事現場で の ト

ロッコや工事車両 の管理 、 トラックスケール、あるいはコ ンテナや 貨物の管理等で

実績がある。 また、海外では高速道路での ノンス トップ自動料金徴 収用途に使われ

ている例 もある。なお、 日本 におけるITS(lntelligentTransportSystems)で

の料金徴収では、車両 に取 り付 けられ た車載器にカー ドを入れて、車載器 と車両ゲ

ー ト間を5 .8GHzの マイクロ波 で情報のや り取 りをす る2ピ ー ス形態で実現 さ

れ るため、実際にはRFIDシ ステムとは多少異なるものにな る。
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タグ

謙

語

一 アンテナ一

図3マ イクロ波タイプの原理(概 略ブ ロック図)

(4)光 タイ プ

光タイプとは、交信媒体に電磁波 の一種である光 を利用 したRFIDで ある。

光タイ プのRFIDの ベースは光電セ ンサや光伝送で あ り、今か ら12～13年 前 に登

場 した時 、光電セ ンサ等を開発 していた各メーカーがそ の主流であった。光 タイプのRF

IDは 、投光器側にLED、 受光器側 にPT、PDを 搭載 してお り、0・1の 信号を光の

パルス信号に変換 して送受信するものである。当時存在 して いた電磁結合タイプのRFI

Dで カバーできなかった数10cmの 交信 と高速交信 を実現するものとして登場 した背 景

がある。通常、LEDに は波長が670nm程 度のものを採用 している ことが多い。

光タイプのRFIDは 、その他 のタイプとは異な り電力伝送が難 しいため にタグ側 に電

池 を搭載する必要があ り、小型の形状化 には限界がある。 しか し、数10cmの 長距離交

信、シャープな指向性、お よび数10kbpsの 高速交信 を活かして、比較的周囲環境の

良い家電機器、OA機 器の製造工程等で利用 されて いる。また、特 に海外を中心 とす る半

導体の前工程の製造工程では、表示機能 も兼ね備 えた光タイプのRFIDが 数多 く活用 さ

れている。

ただ し、電磁誘導タイプ等で、今後、同等以上の長距離交信や高速交信が実現できるよ

うになれ ば、光タイ プの領域をカバーできるようになるのではないかと思われる。特 に、
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タ グ側の電池 レス化や低価格化 が可能な電磁誘導 タイプは、光 タイ プのRFIDに とって

脅威を感ずる存在になることが予想 され る。

なお、図4に 光 タイプのRFIDの 簡単な原理ブロック図を示す。

鵡
画
⊥㌣ 受信

皿

受信
皿

タグ

送信

里 ←皿
ユ

図4光 タイ プの原理(概 略ブロック図)

2.3RFIDの 特 徴

2.1項 で電磁結合タイプ、電磁誘導 タイプ、マイクロ波タイプ、および光 タイプの各

RFIDシ ステムにつ いて述べてきたが、本項ではこれ らのタイプの主な特徴 について述

べ ることにす る。また、RFIDと 共 に、バー コー ド、2次 元 シンボル、磁気カー ド、接

触式ICカ ー ド、および非接触ICカ ー ド等についても同時 に比較する ことにする。 ここ

で言 う非接触ICカ ー ドとは、原理的にRFIDと 同じであるが形状的 にISOで 規定さ

れた86×54×0.76㎜ というカー ドサイズのものを指 し、一般的に 「もの」の管理

に使われ るRFIDタ グ とあえて区別 している。

図5に 示すのは、交信距離 とメモ リサイズを切 り口にした各タイ プのマ ップである。磁

気カー ドや接触式ICカ ー ドが、ほぼ接触 した形でデータのや り取 りをす るの に対 して、

バーコー ド、2次 元 シンボル、非接触ICカ ー ド、 あるいはRFIDタ グは非接触でデー

タのや り取 りが可能 である点が大 きな相違点である。また、数Kバ イ ト以上のメモ リサイ

ズを有す るものとして、2次 元 シンボル、接触式ICカ ー ド、非接触ICカ ー ド、RFI

Dタ グが挙げ られるが、2次 元 シンボルは現場での 自由な書き換え という観点 か らみれ ば

バー コー ドと同じく"ReadOnly"と いうテ リトリに含まれる。
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数10cm

数cm

数mm

(1次 元)

2次 元
ハ●一コード

シンボ ル

マイクロ波タイ プ

RFID

電磁誘導タイプ

RFID

光タイプRFID

電磁結合タイプ

RFID

非
接
触

↓
カ

1

ド

㊥
接触式ICか ド

一100パ イト ー数Kハ'イ ト

ReadOnly

－… バイト 数K・ ・'イ引 数1・Kパ イF-1

Read&Write

メモ リサイズ1

図5交 信距離 とメモ リサイズによる各タイプの位置付け

表1に 各 タイ プのRFIDの 特徴比較 を示す。数字的な細かな仕様 については、各マー

カによって異なるため、アプリケー ションや使われ方をベースに一般的な特徴 を表す こと

にした。 なお、本比較表には、バーコー ド、2次 元シンボル といった関連する機器も併せ

て表現 した。

磁気 カー ドは数10バ イ トのメモ リサイズが あるが、書き換えという点では専用のエ ン

コーダが必要 となった り、読み出 しについてもカー ドリーダという形であるため、製造現
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場等で自、由にRea.d&Writeで きる、 という機器ではな い。

また、カー ドリーダはほぼ接触 した形で使われ るためにメカ的な要素 も大 き く、その点

で はRFIDの 方がはるかにメリッ トが大 きい。 しかし、価格的な魅力は高 く、現在 も銀

行カー ドを初めとする様 々なメンバーズカー ド、定期券、テレフォンカー ド等 といったコ

ンシューマ向けの記憶媒体 として数多 く使われて いる。
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RFID 参 考

タイプ

項 目

電磁結合

タイプ

電磁誘導

タイプ

マイ如波

タイプ
光タイプ

(1次 元)

バ ーコード

2次 元

シンボル

使用交信

周波数

400～530

kHz

120～150

kHz&

*13.56MHz

2.45

GHz

赤 外線

(670nm)

－

LED、 レザ

一

レーザ 、 カメラ

交信距離(原 理
上の実力値)

△

～150mm

○(*○)

～700㎜
◎

～5m
○

～300㎜
◎

～数m
○

～ 数10cm

データの

書込み
◎ ◎(‡◎) ◎ ◎

△

(ラベ ラ、

プ リンタ)

△

(ラベ ラ、

フ.リンタ)

現場での

安定した交信
◎ △(*○) ○ ○ ○ ○

交信速 度(デ ータ

交 信 レート、 処 理

速度)

○ △(*○) ◎ ○ ○ △

交信の指向性 △ ×(*△) ○ ◎ ◎ ◎

交信時の反射/

干渉問題
◎ △(*◎) × ○ ○ △

耐電磁界

ノイズ性
◎ △(*◎) ◎ ◎ ◎ ◎

耐光ノイズ性 ◎ ◎(*◎) ◎ △ △ △

耐水性/耐 油性

(水分の影響)
◎ ◎(*◎) △ × × ×

耐薬 品性(ク ーラン

ト、洗 浄液等)
◎ ◎(*◎) △ × × ×

対汚れ ◎ ◎(*◎) ○ × × △

カ'ラス・樹 脂遮 蔽

(フ.ラスチック等 の

透過)

◎ ◎(*◎) ○ × × ×

リーダの

小型化
◎ ○(*○) × ○ △ ×

タグ、ラベルの

小型化
○ ○(*◎) △ △ × ◎

タグ、ラベルの

低価格対応力
△ ○(*○) △ × ◎ ○

国内電波法
・規格対応 ◎ ○(*△) △(○) ◎ ○ ○

海外電波法
・規格対応 ○ ◎(*◎) ◎ ◎ ○ ○

表1RFID各 タイ プの特徴比較
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一
接触式ICカ ー ドは、 メモ リサイズが大きい、あるいはセキュリティ機能が高 い等 の特

徴が あるが、基本的には 「接触」というメカ構造が存在す るため に、特 に耐環境性の点で

はRFIDに 比べて信頼性が低い。 また、非接触ICカ ー ドにつ いては、原理的にはRF

IDと 同様であ り、本 比較表に示 した電磁誘導タイ プの項 とほぼ同 じであると考 えて も差

し支 えない。ただ し、構造的には薄型カー ド形状で あるために耐環境性(特 に堅牢性)と

いう点で はRFIDに 劣 ると言 える。

なお、表1の 比較表 で使用 した記号 は、◎:非 常 に優れている ・課題がな い、○:優 れ

ている ・場合 によっては課題が発生す るが解決手段がある、△:使 用可能 ・課題の解決は

難 しい、×:ほ とんど使用できない、といった意味を表 している。また、必要な項 目には、

コメン トを付記 した。

電磁誘導 タイプについては、これ まで主流 となっている100kHz帯 の交信周波数 を

使ったRFIDに 加えて、ISO/IECJTClSC31で 検討 している 「もの」につ

けるRFIDタ グの世界標準化における対象 になっている13.56MHz帯 を(*)で 参

考まで に示 した。13.56MHz帯 のRFIDに ついては、特にタグ側 の構造が非常 に

簡単 になる。例えば、100kHz帯 のRFIDの 場合、 コイルについては100タ ー ン

以上の巻数が必要であ り、かつLC回 路 を構成するために比較的大容量のコンデ ンサが外

付けで必要で あった りす るために価格的 にも形状的にも制約 を受け易 いが、13.56M

Hz帯 のタグではコイル については数ターンの巻数でよく、コンデ ンサ につ いて もIC上

に搭載することが可能 なため、低価格で、かつ小型化や薄型化が図れ ることが大 きな メリ

ッ トとなる。 しか し、前述の通 り、数10cmの 交信距離を実現す るものを使用す るため

には、 日本の電波法で は使用す る側 が構内無線局の開局 申請 をす る必要がある。 この点が

欧米並みの電波法と同様 に型式認定になれ ば、必ず今後の主流機種 になると確信できる。

電波法 について もう少 し述べ ると、マイクロ波 タイプの欄で"△(○)"と したのは、

構 内無線局対応 が"△"で 、特定小電力対応が"○"と いう意味で ある。また、海外の電

波法 に関する情報はあま り一般的に話題にされないが、例えば米 国ではFCC、 欧州 では

ETSI等 がある。また、海外の電波法での規制は厳 しく、FCCで は認定機器でない も

のを米国に持 ち込む ことさえ禁止 して いる。 もしも、持ち込めたと しても生産工程で使用

している ことが発覚すれば、当然、その生産 ライ ンは稼動禁止 にな り、併せて罰金や禁 固

という厳 しい措置がと られる。 日本企業で も海外 における現地生産が盛んであるが、例 え

ば米国で設備 を構築す る際に 日本で構築 した生産 ライン、設備等 をそのままコ ピーす る場
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合、もしもFCCの 認 定を受けていない機器 を使用 していた場合 には米国への持ち込みが

できないので注意が必要である。なお、FCCに は"準 拠"と いう概念は存在せず、あく

まで"認 定"で あるので各RFIDメ ーカーでFCCの 機器認定 を受 けておかなければな

らないということも付記 してお く。
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第3章RFIDの 市場 と標準化動向

3.1RFIDの 誕 生

RFID(タ グ)の 歴史は、今か ら約20数 年前の欧州に始まったと言われている。

当時、欧州で は家畜一頭一頭 を管理す るため に良い手段がないかを模索 していた。現在

で も、 日本においては家畜の背中に飼 い主の名前や家畜の名前 を焼き印をした りして一頭

一頭を管理 していることが多い
。最近でこそ 、家畜の鼻の形に個々の特徴があ ることを利

用 して管理 していることもあるが、20数 年前 の欧州ですでにRFIDを 利用 していた と

いうのは驚 くべきことで ある。 しか し、もう一つの背景には、 日本 と欧州 との国土面積の

違 い、あるいは法律的な違いがあった こともRFIDの 誕生を早めた理 由で あった可能性

もある。

欧州で家畜 を飼育す る際には、恐 らくその広大な放牧場で どこの家畜が どの場所 にいる

か どうか を識別す るのは難 しかった に違 いない。 また、場合 によっては、国境 を越 えて し

まうこともあったか もしれない。 日本で行われて いるような家畜への焼 き印等の風習がな

ければ家畜一頭一頭をどうや って識別す るかは非常 に難 しい問題で あ り、プレー ト等 を使

った として も外れて しまう可能性がある。 このような背景で登場 したのがRFIDタ グで

あろ う。

最初 に誕生 したRFIDタ グは、あるコー ドをあ らか じめタグに書き込んで あり、その

コー ドを読み取 る"ReadOnly"タ イ プである。その形はネームプ レー ト型や ヒュ

ーズのよ うな円柱型をしてお り、ヒューズ型のものは外装がガ ラス管でできた ものである。

ヒューズ型の場合は、そのRFIDタ グを特殊な注射器のよ うな もので家畜の体 内に埋 め

込む形で使われる。 日本では、法律で食肉用 の家畜 にこのよ うなタ グを埋 め込 む ことが禁

止 されているために実現 は難 しいが、欧州な らではの着眼点が あったか らこそ実現 したも

のであろ う。なお、最近 、日本で もネームプ レー ト型のRFIDタ グを家畜 に付 けた り、

ペ ッ トの管理用にガラス管 タイ プのRFIDタ グを埋め込んだ りす ることが実際 に行われ

ている。

図6に 動物管理用途 に使用されるRFIDタ グを示す。
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イヤ ー タグ

(耳 にピアスのように取付ける)

インプラントタグ

ピ駕 ご レ状のタグを〕

ノδ

襲
ペンダントタグ

図6動 物管理用RFIDタ グ

標準化 とい う観点で言 えば、動物管理用のRFIDタ グは既 にISOに て世界標準化が

図 られている。表2に その概要 を示す。

規 格No. 名 称 概 要

ISO11784

(1996-08-15)

動物用電子識別

コー ド体系

デ ー タ 容 量:64ピ ット、 動 物 コード 、

国 コード 他

ISO11785

(1996-10-15)

動物用電子識別
一技術要件 一

交 信 周 波 数:134.2kHz、

変 調 方 式:FDX/HD)Cピ ットレート等

表2動 物管理用RFIDタ グのISO規 格

3.2日 本 にお け るRFIDの 歴 史

欧州 において動物管理用 のRFIDタ グが誕生 してか ら約10年 後の1986年 頃か ら、

日本 におけるRFIDタ グの活用が始 まった。 しか し、欧州で家畜の管理用途 に初めてR

FIDタ グが採用されたの とは異な り、 日本ではFA(フ ァク トリオー トメー ション)領

域でのRFID活 用が始ま りである。

日本で初めてRFIDタ グが使われたのは、工作機のマシニ ングセ ンタに使用 される工

具(ツ ール)の 管理が 目的で あった。そのため、当時は工作機向けに使われ るRFIDタ

グのことを総称 して"ツ ールID"と 表現 していた。また、 日本で誕生 したRFIDタ グ

は、欧州や米国での誕生ルーツとは異な り、"Read&Write(読 み書 き可能)"

タイプが主流であった。さ らに、工作機の工具管理用途のRFIDタ グに求め られた性能 、
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仕様は、アプ リケーシ ョンの特徴やそ の使用環境の厳 しさか ら、高度な耐 ノイズ性、耐水

性 、耐薬 品性、小型形状、および安定 した交信性能であり、交信距離 に対 しては数mmと

い う要求 レベルであった。ワー クを加工するため に工具が毎分数万回転 という高速回転を

し、かつ加工時の発熱 を防止するためにクー ラン トが非常に強い圧 力でかか るよ うな環境

に取 り付け られたRFIDタ グは、その過酷 な状況下においても高い信頼性 をいかんな く

発揮 した。当時のRFIDタ グは、工具管理 という特殊なアプ リケー ションに最 も適 した

方式か ら、"電 磁結合タイプ(広 義では、電磁誘導 タイプ)"を 採用 した ものであった。

工作機 によ く使用 され、かっ耐環境性 という面で実績の高い近接セ ンサの応用 ともいえる

電磁結合タイプのRFIDタ グは、交信周波数に関 しても近接センサ と類似 した400k

Hzか ら500kHzを 採用 していた。また、工具 を管理す るための情報 としては、工具

No.、 工具名称、工具寸法、工具使用時間の他、 メンテナンス後 に必要 となる各補正デ

ータ等であ り
、特 に工具 の使用時間や各補正デー タについては都度変化する情報であるた

めに、RFIDタ グには前述のように書 き込み機能が必要 とされた。また、1990年 頃

には、工具管理用のRFIDタ グに関 して標準化 を図るために、そのサイズや形状等 の規

格化が 日本工作機工業会 を中心 に検討 された。例 えば、BT#40の ツールシャンクに取

り付 け られるRFIDタ グのサイズは、 φ8×5、BT#50の ツール シャンクの場合 に

は φ12×6、 ドライブキー溝 に取 り付 け られる場合には φ12×6、 といった内容であ

った。写真1に 工具管理用RFIDタ グを示す。

写真1工 具管理用RFIDタ グ
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ヤシニングセ ンタにおける工具管理用のRFIDの 採用 とほぼ同時期 に、自動車業界で

もエンジ ンの製造工程や トランス ミッシ ョンの製造工程等へのRFIDタ グの活用が始 ま

った。エ ンジンや トランスミッションの工程では、ワークをパ レッ ト搬送 していることが

多かったため、当時 のRFIDタ グは"パ レッ トID"と も言われ た。パ レッ トIDの 場

合には工具管理用のRFIDタ グとは異な り、交信距離は数cm、 データ容量は数kバ イ

トが要求 された。デー タ容量 に数kバ イ トも要求された理由の一つには、検査情報 を格納

したいというニーズが大 きか ったことが挙 げ られる。データ容量の拡大 と同時 に、生産の

タク トタイムを上げるために交信時間について もできるだけ速 くす る必要があったため に

メモ リ素子 としてはS-RAMを 採用する必要が あった。また、耐環境性 としては工具管

理用 と同様に、耐水性、耐薬品性の他、耐 ノイズ性等についても厳 しい要求が あったため、

交信周波数 は工具管理用途同様、近接セ ンサ と類似 した400kHz～500kHzが 使

われた。なお、S-RAMを メモ リ素子 と して採用 したために、バ ックア ップ用 の電池を

搭載する必要があ り、多 くのパ レットIDは 電池内蔵タイプであった。

自動車業界でパ レッ トIDが 採用 されてか ら徐 々に家電業界やOA機 器業界等の自動車

以外の各種 生産工程でRFIDタ グの活用が広 まっていった。家電業界 におけるテ レビの

組立工程やOA機 器のPC(パ ー ソナルコンピュータ)組 立工程等が例 として挙げられる。

当時の製造業において は、自動車業界と同様に、大衆ニーズの多様化 による多品種少量生

産や 変種 変 量 生産 を ど う具 現化 す るか が 課 題 とな って いた。特 にCIM(Computer

IntegratedManufacturing)、FMS(FlexibleManufacturingSystem)、 あるいはPO

P(PointofProduction)と いう言葉が生 まれ たのも当時のことで、その実現のための一

翼 を担 う画期的な商品と してRFIDタ グが注 目された。写真2は 、パ レッ トIDの 例で

あ る 。

写真2パ レッ ト用RFIDタ グ
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パ レッ トIDが 自動車業界のエンジンや トランス ミッシ ョン製造工程で採用 された こと

を機 に、自動車 の車体組立 ・検査工程用のRFIDタ グが登場 した。自動車 の車体組立 ・

検査工程用のRFIDは 、パ レッ トIDと は異な り、数mの 交信距離が求め られた。車体

をハ ンガで 吊る して搬送 した り、完成車体そのものを検査 した りす るために、エ ンジンや

トランスミッション工程のようにパ レッ トにRFIDタ グを取 り付 けて数cmの 位置決め

をするということは難 しいため、必然的に数mの 交信距離が必要であった。

そ こで登場 したのが、交信媒体 にマイクロ波 を用いたRFIDタ グで ある。マイクロ波

タイプのRFIDは 、だいたい1986、7年 頃か ら採用 され始 めた。 日本 において認め

られている"マ イクロ波タイ プ"のRFIDは 、交信周波数が2.45GHz帯 のもので

ある。なお、米国では、2.45GHzの 他に900MHz帯 等 のRFIDも 使用する こ

とが可能である。 これは電波法の違 いか らくるものである。

日本 の電波法では、300mWま での出力が出せ るRFIDを 構 内無線局扱 いにして管

理 してお り、現場では無線局の開局が必要である。 しかし、出力が10mW以 下で、かつ

呼び出し符号 を有 しているもので あれば、特定小電 力扱 いとな り無線局の開局は不要であ

る。なお、いずれもRFIDメ ーカが機器に対 して型式認定(技 術基準適合証明)を とる

必要が ある。マイクロ波 タイプのRFIDは 数mの 交信が可能であ るため、前述の 自動車

業界 における車体組立工程等で数多 く活用されているが、FA以 外の領域でも駐車場 にお

ける車両の管理、工事現場での トロッコの運行管理、あるいは トラックスケール等で活用

されている。なお、長距離交信の実現 のため に一般的にはRFIDタ グに電池 を内蔵 して

いることが多い。一部 には電池 レスのものもあるが、マイ クロ波本来の特長 である長距離

交信を同時 に実現することは難 しく1m以 下の交信 となって いる。なお、写真3に マイ ク

ロ波 タイプのRFIDの 例 を示す。
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写真3マ イクロ波タイ プのRFID

また 、マイ ク ロ波 タイ プ のRFIDがISOに て 標 準化 され て い るも の に、 フ ライ トコ

ンテナ ーが あ る(表3参 照)。 フ ライ トコンテ ナー 用 のRFIDは 、交信 周波 数 に850

MHz～950MHz帯 、 あ るい は2.4GHz～2.5GHz帯 を使 うこ とが規 定 され

て いる。 なお 、 日本 の場 合 、850MHz～950MHz帯 は電 波 法の 関係 で 使用 で き な

い。 この規格 で は、 マ イ ク ロ波 の特 性 を活 か した13mと い う長 距 離交 信 を求 め て いる 。

また 、実際 に格納 す るデ ー タ フォー マ ッ トやデ ー タス トラ クチ ャ等 も規 定 され て いる。

規 格No. 名 称 概 要

ISO10374

(199HO-01)

フ ライ トコ ンテ ナ ー

自動認識

850-950MHz&2.4-2.5GHz、

交 信 距 離13metc.

表3フ ライ トコ ンテ ナー用RFIDのISO規 格

"電 磁結合タイプ"や"マ イクロ波タイプ"のRFIDタ グの他にFA領 域で使われて

いるもの に、"光 タイプ"の タグがある。光タイプのタグは、光電セ ンサの応用であ り投

光素子に発光 ダイオー ド(LED)を 、受光素子にフォ トトランジスタ(PT)や フォ ト

ダイオー ド(PD)を 使い、デー タをのせた光のパルス信 号を送って交信するタイプで あ

る。媒体 に光を使っているために、環境の悪い ところでは使 いづ らいという難点はあるが、

数10cmの 交信が可能で、かつ比較的交信速度が速いために、家電機器やOA機 器の生

産 ライ ンで使われる ことが多 い。なお、一部では半導体の ウエハキ ャリア用途 に活用され
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て いる。なお、タグには電池を内蔵 しているために形状の小型化等 は難 しい。光タイプの

IDが 誕生 したのは、約12、3年 前であるが、価格や形状、あるいはメンテナ ンス とい

う面の課題か らか、市場の伸びはそれほど大き くないのが実情である。写真4は 光タイ プ

のIDの 例で ある。

やベベ

i㌻ 気 　ヱ ぞs
ち べ

.o∴

受

緩治燕

・ぷ

べ
ぼ ぷ

　 　 ば 　 マ

〔 、灘 、 ・

写真4光 タイプのID

1990年 代になってFA領 域以外で多 く使われ始めたRFIDタ グに、電磁誘導タイ

プが挙げ られ る。電磁誘導タイ プのRFIDは 、当初、海外で使われて いた読 み出 し専用

タイプ"Readonly"が 主流であった。電磁誘導タイプのRFIDタ グは、交信周

波数が125kHz～150kHzで あ り、マイ クロ波タイプに次いで交信距離が長いこ

とを特徴 としている。その後、電磁誘導タイ プにも書き換えが可能な"Read&Wri

te"タ イプが登場 してきた。FA現 場は、一般的に非常 にノイズ環境が悪 い(100k

Hz～150kHz帯 の ノイズが非常 に多 い)た め、電磁誘導 タイプはどち らか といえば

FA領 域以外での活用が主流であった。例えば、スキー場や入退室ゲー ト管理等が主なア

プ リケー ションであった。 しか し、価格面で一般的に他のタイ プよ りも安価で あったため

に、物流系を初め とす る比較的タグが使われる数量の多 いアプ リケーション等で も採用さ

れ るようになった。最近では、マラソン等の着順管理やア ミューズメン ト関連、あるいは

自動車の盗難 防止(イ モ ビライザ)等 にも応用 されている。写真5に 電磁誘導タイプのR
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FIDの 例 を示 す 。

濠 ぷ 沿

馴 。畿

写真5電 磁誘導 タイ プのRFID

また、 ここ数年の間で注 目されてきて いるものに、交信周波数として13.56MHz

帯を使ったRFIDが 挙 げられる。13.56MHz帯 はISO/IECJTClSC1

7で 標準化が進んでいる非接触ICカ ー ドにも採用 されている周波数帯である。もともと

欧州で開発 された ものであるが、 日本でもテ レフォンカー ド、自動 改札機、あるいは非接

触ICカ ー ドといった分野で採用されてきて いる。欧州が この分野で先行 している理由に

は、社会インフラの違 いと電波法の違いが最 も大 きな要因だ と考え られ る。 日本でのIC

カー ドの普及率に比べて、欧州でのICカ ー ドの普及ははるかに早い。欧州 では、公衆電

話機用のICカ ー ドが数百円で購入で きるのに対 して、日本では主流は磁気カー ドである。

また、接触式のICカ ー ドに対 して非接触式 のICカ ー ドは、 リーダ側 のメカ部分へのい

たず ら、あるいは接点がないために耐環境性 にも優れ る等のメ リッ トが注 目され、欧州で

は早 くか ら開発が進め られていた。また、電波法に関 しても日本で は微弱無線局のレベル

で しか認められていなかった13.56MHz帯 が欧州では早い時期か らパ ワーが出せる

(=長 距離交信が可能)帯 域 として認め られていた。簡単に言 えば、 日本ではほんの数c

mの 交信 しかできないカー ドしか使 えないの に対 して、欧州で は70cmレ ベルの交信が

可能なカー ドが実現で きる、といった違 いで ある。 しか し、 日本で も徐 々に規制緩和が進

んでいるのは事実で1998年12月25日 発行の官報で、 ワイヤ レスカー ドシステムに

っいて空中線電力が1W以 下まで認 められたため、数10cmま での交信が可能 となった。

ただ し、欧米での運用 とは多少異な り、1W以 下のタイプは構内無線局 と同様 に無線局開
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局が義務付け られている。

また、ISO/IECJTClSC31で は、 「ものに付 けるRFIDタ グ」の世界標

準化 を進めてお り、 この 中でも13.56MHz帯 は注 目されている。13.56MHz

帯を使 うことで、RFIDタ グとアンテナ間の交信速度の向上やRFIDタ グの低価格化

の実現可能性が高 まり、流通/物 流分野でのRFID採 用 の加速が図 られるのではな いか

という大 きな期待が寄せ られて いるのは事実で ある。今後 のSC31の 活動が大いに期待

され る。

3.3日 本 にお け るRFIDタ グ の市 場

日本 におけるRFIDタ グの市場規模 は、1998年 度で約48億 円と予測 されて いる。

ここで言 うRFIDタ グの市場規模 には システム関連 の金額 は含んでお らず、RFIDタ

グ、アンテナ、およびコン トロー ラといったコンポーネンツレベルの規模である。

また、1997年 度か ら2000年 度 までの市場規模(推 定)は 、

・1997年 度 約37億 円

・1998年 度 約48億 円

・1999年 度 約66億 円

・2000年 度 約107億 円

であ り、特に1999年 度以降は、対前年度比160%以 上の大きな伸びが期待されて い

る。 これだけ大 きな伸びを示す背景には、ISO/IECJTClSC31に おけるRF

IDタ グの世界標準化が進む と予測 されいるためである。SC31の 活動は、それだ け市

場に対す る大 きなインパク トを持っていると考えても過言ではない。

(出所:ISO/IECJTCISC31WG41998/8東 京会議 資料)

3.4RFIDタ グ の タ イ プ別 市 場 規 模

第2章 で述 べ た よ うに 、RFIDタ グの タイ プはそ の交信 媒 体や 交 信方 式 によ り

(1)電 磁 結 合 タイ プ(ElectromagneticCoupling)

(2)電 磁 誘導 タイ プ(ElectromagneticInduction)

(3)マ イ ク ロ波 タイ プ(Microwave)

(4)光 タイ プ(Optical)

の4タ イ プ に大 別 で き る。 な お、電 磁 結 合 タイ プ は、広 義 の意 味で 電磁 誘 導 タイ プ に含 ま
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れるとするのが一般的である。

現在 、 日本ではFA領 域でのRFIDタ グの採用が最 も進んでお り、 これ らの各 タイプ

の中では電磁結合 タイプの市場が50%以 上を占めていると推定される。

表4に 日本におけるRFIDタ グの各 タイプ別 の市場規模(推 定)を 示す。

(出所:ISO/IECJTCISC31WG41998/8東 京会議資料)

(単位:億 円)

方式 年度 1997 1998 1999 2000

電磁結合タイプ 23.0 25.3 33.3 43.1

電磁誘導タイプ 4.9 11.9 24.2 40.0

マイ クロ波タイプ 6.2 8.0 9.9 20.2

光タイプ 2.9 3.1 3.5 4.2

表4RFIDタ グの各タイプ別市場規模(推 定)

表4に 示 される通 り、1997～1998年 度の主流は電磁結合タイプのRFIDで あ

り、その後 も順調な市場の伸び を示 している。 しか し、1999年 度以降には、特 に電磁

誘導タイ プとマイ クロ波タイプの市 場規模の伸びが顕著 になっている。その理 由には、I

SO/IECJTClSC31に おけるRFIDタ グの世界標準化 によって、特 にFA領

域以外の物流や流通等の分野でRFIDタ グの採用が加速するのではないか、ということ

が挙 げられる。現在、各航空会社 をベースに実験が行われている航空 手荷物用 のRFID

タグやスーパーマーケ ッ ト等 にお ける流通経路での活用、輸送用の コンテナやパ レッ トに

RFIDタ グを取 り付 けた形での流通管理、 あるいは郵便や荷物等 を管理するためのRF

IDタ グ、といった様々なアプ リケー ションで本格 的にRFIDタ グが採用 され始め るこ

とが予想 される。

なお、表5に 日本 におけるRFIDタ グのアプ リケー ション別 の推定市場規模(199

7年 度)を 示す。

(出所:ISO/IECJTCISC31WG41998/8東 京会議資料)
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(単位:億 円)

ア プ リケー シ ョン FA 物流 アミューズ メント パ ーキング その他

市場規模 23.5 5.7 4.1 1.8 1.8

比率 63.6% 15.5% 11.0% 4.9% 4.9%

表5RFIDタ グのアプ リケーシ ョン別市場規模(推 定)(1997年 度)

表5に 示 される通 り、 日本 における現時点でのRFIDタ グの採用分野は、圧倒的 にF

A領 域であ り、60%以 上を占めて いる。これは、 日本にお けるRFIDの 歴史 がFA領

域か ら始まった ことに起因す ると考 えられ る。 しか し、電波法等の規制緩和 を含 むイ ンフ

ラ整備が進み、交信距離ア ップや交信速度 アップ、機能アップ、あるいは低価格化が進む

につれて物流や流通分野 を初め とす る様々な領域域への応用が活発化 し、数年後 にはFA

領域以外でのRFID市 場規模がFA領 域での市場規模 よ りも大き くな ることが予想 され

る。

3.5RFIDタ グ の標 準化 動 向

RFIDの 標準化はISO(国 際標準化機構)の レベルで検討が進め られている。 ここ

では、ISOとIEC(国 際電気標準会議)の 共通専門委員会であるJTC1(情 報技術

専門委員会)のSC31に おけるRFIDの 標準化動向をまとめる。

SC31はAIDC技 術(自 動識別およびデータ取得技術)を 扱 うサブコミッテ ィーで、

第1回 総会は1996年6月 にベルギーのブ リュ ッセルで開かれた。1997年3月 にス

イスのチュー リッヒで開かれた第2回 総会で、RFIDに 関す るAdHoc会 議 の設立が

承認 され、活動項 目の枠組みの検討 に入った。1997年8月 、デ ンマーク ・コペ ンハー

ゲンでのAdHoc会 議で、以下のTF(タ スクフォース)の 設立が提案 された。

TF1

TF2

TF3

アプ リケ ー シ ョン

Supplychainmode1(物 流 ・南流)に 関す る文 献 を調 査す る と同時

に、構 造 ・デ ー タ コンテ ン トを描 いた 一般 的 な モデ ル と して ま とめ る 。

シンタ ックス

関連 した規格 を調査 し、実行可能なオプションをまとめる。

エ アイ ンタフェース

法規制、周波数、健康、安全、環境問題 を考慮 に入れた技術オプシ ョ
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TF4

ンの調査を行 う。規格化が必要なパラメー タを検討 し、現存す るアプ

リケーションか ら派生する問題点 をまとめる。

ドキュメンテーシ ョン

RFIDに 関する文書を、各国 ・各地域 ・国際団体か ら入手 し、それ

らをまとめる。

ユ998年6月 のJTC1仙 台総会で、SC31の 正式な4番 目のWG(ワ ーキンググ

ループ)と して承認されたWG4は 、同 じ年の8月 、東京で第1回 の会議が開催 され 、活

発な議論が始 まった。 タスクフォース活動は、3つ のサブグルー プに再構成され、更 に、

アプリケーシ ョンの標準化を担当す るグルー プの設立 を決定 した。1998年10月 のオ

ース トラ リアの シ ドニーで開催 された第4回 総会で、以下 のサブグループと、アプリケー

ションプロフ ァイル をまとめるラポ一夕が正式 に承認 された。それぞれのグループでの検

討項 目を以下にまとめる。

SG1デ ー タシ ンタ ック ス

・ASN .1(AbstractSyntaxNotationOne〈ISO>)の 適 用 性

・ISO15434で 規 定 され た シ ンタ ックス の検 討

・デー タセキ ュ リテ ィ、 エ ラー コ ン トロー ル 、デ ー タ信 頼性 、伝 送 時間 、

コ ンパイ ラ、 トラ ンス レー タ

SG2固 有ID

・シ リアル ナ ンバ ーの付 与 方 法

・登録 機関

・各種 デー タ長

SG3エ アイ ンタ フ ェース

・周波 数帯

・通信 方 式(同 期 、非 同期)

・ア ンチ コ リジ ョン(AntiCoUision)

・プ ロ トコル(Tagtalkfirst 、Taglistenfirst)

ARP(ア プ リケー シ ョン要求 プ ロフ ァイル)

デ ータ容 量、交 信距 離 で ア プ リケー シ ョンを分類 し(図7参 照)、ARPと
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して注 力すべ き7項 目を抽 出 した 。

(1)WasteManagement(廃 棄物 ・ゴ ミ管 理)

(2)AssetTracking(資 産 履歴管 理)

(3)Warehouse/Logistics(倉 庫/ロ ジステ ィ クス)

(4)PalletControl(パ レッ ト制御)

(5)BaggageHandling(航 空手荷 物)

(6)VideoTapeRental(ビ デ オ レ ンタル)

(7)ContainerControl(オ リコ ン(通 い箱)管 理)

上 記 の中で 、 日本 か ら当初 よ り提 案 して いたオ リコ ン(通 い箱)を ベ ース に した ア プ リ

ケー シ ョンの標 準化 を第 一優 先 で進 め る ことが1999年2月 の ア トラ ンタ会 議 で合 意 さ

れ た 。
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データ容量

Large

Middle

Sma‖

▲O・1mO.7m

PalletID(FA) AssetTracking VehicleManagement

PalletControl

FAAutoWarehouse TollCollection

FALogisticsPaUet Warehouse/Logistics(*)

PalletControl(*)

AssetTracking(*)

Gasoline

WasteManagement

InventoryControl

LogTracking

LogTracking

MRTAG

AccessControl Access&Tracking

Library BaggageHandling(*)

PalletControl BaggageHandling(*)

WasteManagement(*)

VideoTapeRental(*)

ContainerControl(*)

Luggage

AssetTracking

EAS

ゆ－
ShortMiddleLong

1KB

128B

交信距離

注1:同 一用途で、異なるデー タ容量、交信距離のものが存在す る

注2:(*)は 最初に注力すべきアプ リケー ションを示す

図7デ ータ容量、交信距離によるアプ リケーションの分類

SC31/WG4は 、RFIDタ グを対象 としているが、先行 して規格制定が進んでいる

非接触ICカ ー ドの規格内容 と衝突 をおこさないように配慮 しつつ、RFIDタ グ特有の

条件を考慮 しつつ標準化規格 内容を検討 して いる。

具体的な対象周波数として、135kHz以 下 、13.56MHz、2.45GHz、5.

8GHzを 選定 し、エアイ ンタフェース等の検討が進め られている。

ただ、エアインタフェース等の検討 にあたって、具体的な利用 シーンが特定できない とい

った課題 も大き く、アプ リケー ション(ARP)グ ループによる、RFIDタ グへの要求
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仕様の確定作業が先行することが求め られている。

1999年2月 のア トランタ会議で、RFIDタ グの主要なアプリケー ションが抽出され、

タグのメモ リサイズと通信距離による分類もなされた。4月 の フランスでの会議では、A

RPグ ループか らテクニカル レポー トとして、よ り具体的な要求仕様等の検討結果が示 さ

れ る。 これ によ り、エアイ ンタフェース関連の規格検討が一段 と促進すると考 えられ る。

データシンタックス、固有IDの 検討は、WG2と のジ ョイン トで検討が進んでお り、表

7に 記載のスケジュールで順調 に標準化検討が進んでいる。

最後に、WG4の 標準化検討項 目と進捗状況を表6と 表7に まとめる。

項目
フ.ロジ ェクト

番 号

作業原案

(WD)

委員会原案

(CD)

最終委員会

原案(FCD)

RadioFrequencyIdentificationfor

ItemManagement-ApPlication NP18001 1999年1月

RequirementProfiles

RadioFrequencyIdentificationfor

ItemManagement-AirInterface

Partl-GenericParametersforAir

InterfaceCommunicationsfor

GloballyAcceptedFrequencies

Part2-ParametersforAir

InterfaceCommunications

belowl35KHz.

Part3-ParametersforAir NP18000 1999年12月

InterfaceCommunications

atl3.56MHz.

Part4-ParametersforAir

InterfaceCommunications

at2.45GHz.

Part5-ParametersforAir

InterfaceCommunications

at5.8GHz.

DataNotation NPl5962 1999年12月 2000年5月

表6WG4の 標準化検討項 目と進捗状況(1)
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WG2(デ ー タス トラ クチ ャ)と の ジ ョイ ン トテ ーマ は以 下 の3テ ー マで あ る。

項目
プ ロシ'エクト

番 号

作業原案

(WD)

委員会原案

(CD)

最終委員会

原案(FCD)

RadioFrequencyIdentificationfor

ItemManagement-AirInterface

ApPlicationRequirements

/TransactionMessageProfiles

NP15960 1999年3月

UniqueIdentificationofRFTagand

RegistrationAuthoritytoManage

theUniqueness

NPl5963 1999年3月 1999年12月 2000年4月

RadioFrequencyIdentificationfor

ItemManagement-DataObjects
NPl5961

表7WG4の 標準化検討項 目と進捗状況(2)
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第4章RFIDを 利用 した システム事例

4.1生 産管理 システ ム

「生産管理システム」でのRFID活 用イメージ図

口

マスタータグ

目

②

⇒ 目

ア ンテナ

生産計画

①
発注情報 一 ーーレ

制御PC
③

製品

RFID

タグ

③

生産実績

ホス ト

コ ン ピュー タ

入庫制御パ ソコン

一か かんばん □

出庫制御パソコン

(① ～⑤ の番 号 は4.1.1に 対応 す る)

口
」ノ

＼ 庫

＼ヒ≡Lコ ④
入庫

製品自動倉庫
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4.1.1シ ステム概要

自動車部品メーカーにお ける、カーヒータ用プロワユニ ッ ト製造 ラインでのRFID活

用事例。業務フローの概要は以下 の通 りである。

①納入先の発注情報を元 に生産計画を立てる

②生産計画に基づき、 これか ら生産する製品の品番情報 をマスター タグ(表 示付きの

RFIDタ グ)に 書き込む

③組み付けライ ンを流れてきた製品は搬送用の箱に入れ られる。その箱に付 いている

RFIDタ グに、マスタータグの情報を書き込む と同時 に、生産実績 として計上する

④製品は一旦、自動倉庫 に保管 されるが、入庫時 に読み取 ったRFIDタ グ情報を元

に在庫管理、ロケー ション管理を行う

⑤製品出庫時 にはRFIDタ グと、メーカーかんばんの品番情報 を照合 し、正 しい製品

が出庫された ことを確認する

4.1.2RFIDの 種類

本システムで使用 しているRFIDは 以下の通 り。

① 種類:2.45GHz帯(準 マイクロ波帯)

電波法上の分類:特 定小電力規格

② タグの形状:88×56×6(mm)

③ データ量:IDコ ー ド部8桁(固 定)+デ ータ部40バ イ ト

④ 無線交信速度:38.4kbps

⑤ データアクセス方式:リ ー ド/ラ イ ト

⑥ 通信距離:最 大5m

4.1.3シ ステムの特徴

(1)導 入効果

従来使用 していた製品 リサイ クルかんばんをRFIDタ グに置きかえる ことによ り、以

下の効果を上げることができた。

① かんばんの仕分け ・返却(運 搬)作 業の廃止

波及効果 として、

② リアルタイムな生産実績の 自動計上
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③ タグ情報を利用した自動倉庫への入庫管理

④ 迅速で効率的な出庫管理の実現

(2)ま とめ

92年 に導入後 、特 に問題は出ていない。書 き換え可能 な情報媒体 を繰 り返 し用途(製

品搬送箱 の識別)に 活用 した事例である。JTClSC31WG4の アプ リケー ション

要求 プロファイルの ラポ一夕グルー プでも、 この用途を第一優先で標準化す る ことが合意

されてお り、RFIDの メリッ トを生かす ことができるアプリケー ションである といえる。
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4.2自 動 車 エ ン ジ ン加 工

「かんばん」方式の電子化イメージ図

デ ー タキ ャ リア 形V600D23P66

リ ー ドラ イ トヘ ッ ド(セ"部)形V600HS63

イ ンテ リ ジェ ン トフ ラ グ1|(ア ンプ 部)形V600-HAR92

品質 コー ド(か んぱん情報)の

読み出 し

センサ 部

形V600-HS63

形M7E

品種コードの表示

づ
ここ＼ こ認 ㍍㌫ 、

4.2,1シ ステム概要

自動車のエ ンジン等の加工工程では、電磁結合タイ プのRFIDが 一般的 に使用 されて

いる。その背景には、耐 ノイズ性 に優れ、信頼性が高い ことが挙 げられる。

エンジン等の加工工程 では、 「かんぱん方式」が採用 されて いるが、鉄板 にあるパター

ンで穴 を数個開けて、その穴の有無を近接セ ンサで検知 し、"ON-OFF"出 力のパタ

ー ンで機種 を判別 した りするメカ フラグが多用 されて いた。しか し、メカフラグは、その

機械的な構造によ り近接セ ンサ と穴の位置 との軸 ズ レによる誤動作や機械的な トラブル

等の課題 を抱えていた。そ こで登場レたのがRFIDを 活用 した 「イ ンテ リジェン トフラ

グ」というもので ある。これは、通常のRFIDシ ステムを応 用 した機器で あるが、コン

トローラ側 に複雑なプ ログラムを必要 とせず、近接セ ンサ と鉄板で行っていたメカフラグ

の仕組み と同 じような感覚で使用で きるものである。
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4.2.2RFIDの 種 類

本 シス テ ム で使 用 して い るRFIDは 以 下 の 通 り。

① 種 類:530kHz(電 磁 結 合方 式)

② タ グ の形 状:34×34×3.5mm

③ デ ー タ 量:254バ イ ト

④ 通 信距 離:最 大10cm

4.2.3シ ステムの特徴

RFIDタ グ(デ ータキ ャリア)に は数100バ イ トの メモ リを搭載 して いるが、その

中の1～2バ イ ト、つ ま り8～16ビ ットを使 って鉄板の穴が開いて いる、開 いていない

を ビットの"0"、"1"の 置き換えていた ものである。それ以外の メモ リ部 には、生産

工程 に必要 な情報をASCII等 で入 力 しておけばよい。例 えば、製造型式 、製造No.、

ロッ トNo.等 を書 き込 んでおき、それ らの情報 に加えて各生産工程で必要 にな る品種 の

パ ター ン情報 をイ ンテ リジェン トフラグ用 に書 き込んでお けば、ホス トコンピュータ との

煩雑な通信 を しな くて も、その工程だけで機種判別等が可能 になる。また、 「もの と情報

との一元化」を図る ことで トラッキ ング制御方式で発生す るような製品 と情報 との不一致

等が発生 しにくくなることが大きなメ リッ トで ある。

自動車のエ ンジン加工工程は、油やクー ラン トがかかる悪環境で あるが、RFIDタ グ

は非接触で交信可能であ り、かつ汚れ等の影響 を受 けないことが特徴であ り、その メリッ

トを十分 に発揮で きるアプリケー ションの一つである。

なお、参考 まで に 「イ ンテ リジェン トフラグシ リーズ」の写真 を以下 に示す 。
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写真6イ ンテ リジェン トフラグ(提 供:オ ムロン)
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4.30A機 器 組 立

「ピッキ ング工程」でのRFIDの 活用イ メー ジ図

デ ー タ キ ャ リ ア 形V600-D23P71

リ ー ド ラ イ ト ヘ ッ ド 形V600-Hl1

コ ン ト ロ ー ラ(IDセ ンサユニット)形C200H-IDSOI-V1

専 用ホル ダ

斉多V600-A84

ビッキンク指示
ピッキング数表示

4.3.1シ ステム概要

OA機 器組立工程の うち、 ピッキ ング工程にお けるRFIDの 活用事例である。

RFIDタ グ(デ ータキャリア)を あ らか じめ部品搬送用のパ レッ トに取 り付 ける。取

り付 けにあたって は、専用のRFIDタ グ用のホル ダをパ レッ トに超音波溶着 しておき、

そのホルダにRFIDタ グをはめ込む形で ある。

次 に、RFIDタ グに ピッキングす る部品情報 を書き込んでお く。書 き込む情報 として

は、パ レッ トNo.、 部品名称、部品No.、 ピッキ ング個数等である。

部品 ピッキ ングステー ションにパ レットが来た際 に、そ のRFIDタ グに格納 されてい

る情報を読み出す。また、読み出した内容 を現場で表示器等を活用 して表示させ ることで、

作業者が 目視で も内容 を確認できるため、ピッキングミスを未然 に防止する ことが可能 に

な り、同時 に作業性の向上を図ることができる。
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4.3.2RFIDの 種類

本 シス テ ムで 使用 して い るRFIDは 以 下 の通 り。

① 種 類:530kHz(電 磁 結 合方 式)

② タ グ の形状:86×54×1.5mm(長 薄 カ ー ド型)

③ デ ー タ量:254バ イ ト

④ 通信 距 離:最 大10cm

4.3.3シ ステムの特徴

RFIDを 活用す る前 は、パ レッ トにピッキ ングす る部品や数量 リス トが入ってお り、

そのリス トを人が見 なが らピッキ ングをす るといった形態であったが、RFIDの 導入に

よ り前述 のように人為的な ミスが無 くな り、作業の大幅な効率化 を図ることができた。
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4.4液 晶 製 造

「基板カセ ッ ト管理」でのRFIDの 活用 イメージ図

■
‖ 罰

》

副
ンテナ(V600-H11)

一㌔一タキャリア(タゲ)

(V600-D23P66)

格 納 情 報

一ロットNo .

製 品 形 式
.日付

.LCD基 板 枚 数

.LCD基 板 サイズ

ー検 査情 報

液晶ガラス基板(20枚)

,》 液晶ガラス基板用

カセット

4.4.1シ ステムの概要

液晶製造工程で使 用す るガ ラス基板約20枚 を収納 した専用カセ ッ トにRFIDタ グ

を取 り付 け、そのIDタ グには製造する液晶基板 のロッ トNo .、 製品No.、 日付、基

板枚数、基板のサイズ、工程完了情報、および検査情報等 を格納す る。

各製造工程 で これ らの情報 を読み出 した後 に、この情報 に基づ く加工 を行 うと共 にそ の

工程が完了 したというフラグを書 き込む。

また、検査工程 ではIDタ グに検査結果 を書 き込み、最終工程 でそ の結果 を読み出す。

ただ し、RFIDタ グに格納 される検査情報は、"OK"、"NG"の レベルであ り、詳

細情報はホス ト側 に送 られる。これ は、RFIDタ グのメモ リサイズの制約 によるもので

ある。
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4.4.2RFIDの 種 類

本 シス テム で使 用 して いるRFIDは 以 下 の 通 り。

① 種 類:530kHz(電 磁 結合 方 式)

② タ グの 形状:34×34×3.5mm

③ デー タ量:254バ イ ト

④ 通信 距 離:最 大10cm

4.4.3シ ステムの特徴

バーコー ドによる同様の管理も可能であるが 、バー コー ドの場合 にはあ らか じめ書かれ

た情報をベースに各工程でホス トと照合 しなが ら工程 を進めてい くのが一般 的である。そ

のため、万一、ホス ト側やホス トとの通信路 に以上が発生 した場合には、オ フライ ンでの

作 業が非常 に難 しくな り場合 によっては、完全 にライ ンがス トップして しまうこともある。

RFIDタ グに格納す る情報 のうち工程完 了情報は、正規の ライ ンか ら外れた場合 にど

の工程 まで完 了して いるかがす ぐに認識できるため非常に有効な管理情報で ある。
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4.5工 作 機 の マ シ ニ ン グ セ ンタ

「工具(ツ ール)管 理」でのRFIDの 活用イ メー ジ図

デ ー タ キ ャ リ ア 形V600

リ ー ドラ イ トヘ ッ ド(セ ンサ部)形V600

リ ー ドラ イ トヘ ッ ド(ア 刀'部 形V600

コ ン トロ ー ラ(FANUC対 応)形V600

D23P53/54

HS51/HS61

HA51

CAIA-F-V2

デ ータキャリア

形V600-D23P53/54

工作機

デ 一夕キャリア リー ドライトヘ ッド

形V600-D23P53/54セ ンサ 部

形V600-HS51

多

リー ドライトヘ ッド
アンプ部

形V600-HA51

4.5.1シ ス テ ム の概 要

工 作 機 業 界 にお ける 代表 的 なRFIDの アプ リケ ー シ ョン と して 、マ シニ ン グセ ンタ に

お け る工 具(ツ ー ル)管 理 が 挙 げ られ る。マ シニ ングセ ンタのATC(AutoToolChanger)

を実 現 す る 手段 と して 、RFIDは 最 も有 効 な ツー ルで ある。

マ シニ ングセ ンタ の各 工 具 にRFIDタ グを埋 め込 む 。実 際 には、ツー ル シ ャ ンク の ド

ライ ブキ ー溝 や プ ル ス タ ッ ド、プルボ ル トに穴 を開 けて埋 め 込 む のが 一 般 的で あ る。RF

IDタ グ の大 き さは ツー ル シャ ン クの種 類 によ って 異な るが 、プル ス タ ッ ドがBT#40

の場 合 には 、 φ8×5mm、BT#50の 場 合 に は 、 φ12×6mm等 とな って い る。 ま

た 、 ツー ル シャ ン クの ドライ ブキー 溝 に埋 め 込 む場 合 に は、 φ12×6mmが 一 般 的 で あ

る。

RFIDタ グ に格 納 され る情 報 は、 ツー ルNo.、 名称 の ほか 、ツ ール の 使用 時 間(寿

命 管 理 用)、 長 さ、サ イ ズ 等 で ある。 また 、 これ以 外 に も各 種 の補 正 デー タ も入 って い る。
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これは、ある時間使用 したツールを再研磨 した場合、ツールの長 さが変わって しまうため

にマシニ ングセンタに取 り付 けた際の原点位 置が違 って くる ことを補正す るデータ等で

ある。

なお、マ シニ ングセ ンタ以外で もホブ盤用のツール にRFIDを 取 り付けた り、APC

(AutoPalletChanger)用 にパ レッ トIDが 取 り付け られ ることも多い。

4.5.2 ,RFIDの 種類

本 シス テ ムで使 用 して い るRFIDは 以下 の通 り。

① 種 類:530・kHz(電 磁 結 合方 式)

② タ グの 形状1φ8×5mm、 φ12×6mm

③ デー タ量:254バ イ ト

④ 通信 距 離:最 大iOcm
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4.6自 動 車 の 車 体 加 工

「溶接工程」で のRFIDの 活用イメージ図

4.6.1シ ステムの概要

自動車の車体加工工程 の代表例 に溶接工程が挙 げられる。溶接工程で使われ るRFID

タグは、通常マイ クロ波 タイ プであるが、最近では電磁結合 タイプも使われ始めている。

RFIDタ グを台車等 に取 り付 けた後 、ロットNo.、 車体 コー ド、溶接箇所情報、溶

接 ロボ ッ トのプログラム情報等 を書き込 むことが多 く、RFIDタ グには数Kバ イ トのメ

モ リサイ ズが求め られ ることも珍 しくない。

そ して、溶接工程で これ らの情報をIDタ グか ら読み出 し、その情報 を元 に溶接 ロボ ッ

トで加工する仕組みである。

溶接工程は、環境が非常 に悪い場合が多 く、溶接機か ら出るノイズの他、スパ ッタ等 も

非常 に多い。そのため、RFIDタ グには、優れた耐 ノイ ズ性や堅牢な構造が要求 され る。
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4.6.2RFIDの 種 類

本 システ ム で使 用 して い るRFIDは 以 下 の通 り。

① 種類:2.45GHz(マ イ ク ロ波 方 式)

② タ グの形 状:86×54×23.5mm(リ チ ウム電 池 内蔵)

③ デ ー タ量:8kバ イ ト

④ 通 信距 離:最 大2m

⑤ 構 内 無線 局 扱 い
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4.7農 業 関 連

「選果工程」でのRFIDの 活用イ メージ図

4.7.1シ ステムの概要

RFIDタ グと農業関連 とは結びつきにくいか もしれないが、現在 の農業 における仕分

け、検査 ラインはFA工 場 と同じような システムとな って いる。ここで紹介す る果物等の

選果工程のアプ リケー シ ョンもその代表的な例である。

果物等の選果工程では、セ ンサ等を使ったメカ フラグでの仕分けが主流であったが、最

近、RFIDタ グを活用す ることが増えてきている。

まず、特殊な選果用パ レッ トにRFIDタ グを取 り付けておき、各検査工程 での検査

結果(サ イズ、外観 、糖度 等)をRFIDタ グに書き込む。そ の情報 に基づ いて等級分 け

をするよ うな仕分 け工程でRFIDタ グに格納 された情報 を読み出 し、自動的 に仕分 けを

するのである。
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今後 は、更なる高速仕分けの要望が高 く、RFIDの 交信速度の高速化が期待 されてい

る。

4.7.2RFIDの 種 類

本 シス テ ムで 使用 して い るRFIDは 以 下 の 通 り。

① 種 類:530kHz(電 磁 結合 方 式)

② タ グ の形状:34×34×3.5mm

③ デ ー タ量:254バ イ ト

④ 通 信距 離:最 大10cm
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4.8工 事 現 場

「工事用 トロッコ運行管理」でのRFIDの 活用イメージ図
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4.8.1シ ステム概要

RFIDタ グは、地下鉄や地下下水道 を初め、各種の トンネル工事、ダム工事等で も数

多 く活用 されている。

このような工事現場では、人の安全 を管理す るためにヘルメッ ト等 にRFIDタ グを付

けるようなア プリケー シ ョンと工事車両や無人 トロッコの運行管理 のためにRFIDタ

グを使用す るようなアプ リケーシ ョンに大別 され る。

人の管理用 はワイヤ レスカー ドの使い方 に近 く、誰が構 内に入 って いるか等 をRFID

で管理する ものである。
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また、工事車両や無 人 トロッコの管理の場合 には、車両 にアンテナを付けて地面 にRF

IDタ グを設置 しておき、そのタグに格納 された地点情報、行き先、あるいは速度等の運

行管理情報を読み取るよ うな使い方 である。東京湾アクア ライ ンの工事でも実 は、マイク

ロ波タイプのRFIDが 活躍 して いたのである。

4.8.2RFIDの 種 類

本 シス テム で 使用 して い るRFIDは 以下 の通 り。

① 種 類:2.45GHz(マ イ ク ロ波 方式)

② タ グ の形状:86×54×23.5mm(リ チ ウム電 池 内蔵)

③ デ ー タ量:8kバ イ ト

④ 通 信距 離:最 大2m

⑤ 構 内 無線 局扱 い

一48一



4.9ア ミ ュ ー ズ メ ン ト施 設

「キ ャッシュレス システ ム」でのRFIDの 活用イ メー ジ図
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4.9.1シ ステム概要

スキー場でRFIDが 活用 されて いるの は有名である。スキー場でRFIDを 採用 した

理由の一つには、売上金 の効率的な管理が ある。スキー場等で は、幾つか の地域 にまたが

る事 も多 いため、ある場所で購入 した リフ ト券を色 々な所で使 う可能性がある。そのため

に、RFIDタ グを活用 して、どの場所の リフ トをどれ くらいの人が利用 したか を把握 し

て、 リフ ト券(費 用)の 売上金 を公平 に分配できるようにしたので ある。

また、最近ではスキー場以外で もRFIDが 活用され始めている。例 えば、ウ ォータパ

ー クといったアミューズ メン ト施設を初め、温泉、レジャー ラン ド等で ある。このような

一49一



アプ リケー ションの多 くは顧客管理の効率化や施設内で のキ ャシュ レス化、あるいは顧客

サー ビスの向上を図る目的でRFIDタ グを導入 している ことが多 い。また、利用する方

の立場か ら見ても、プールや 温泉に入 るのにわ ざわざ財布等 を持ち歩 かな くてもよいので、

防犯という点か らも非常 に有効な システムである。

4.9.2RFIDの 種 類

本 シス テム で使 用 して い るRFIDは 以下 の 通 り。

① 種 類:530kHz(電 磁 結 合方 式)

② タ グの形 状:34×34×3.5mm

③ デー タ量:254バ イ ト

④ 通信 距離:最 大10cm
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4.10情 報 杭 シス テ ム

4.10.1シ ステムの概要

(1)情 報杭 について

土地の境界位置 を示す境界杭、ガス管、水道管、下水管な どの地中埋設物の位置を示す

表示杭、など測量のための基準点杭 など、地上(結 果 として地中になる こともあるが)に

はさまざまな杭が存在 している。 しか しなが ら、杭表面には種類 と境界等 を示す矢印や十

字印が刻印されて いるだけであ り、 これ らが本来持 っている詳細データは設置 した者が管

理 している。従 って、設置 した者以外が使用 しよ うとすると、直接使用できないばか りか、

情報が完全でないため、他の利用者にとって役立たないモノである。

しかし、非接触データキャリア技術 を利用 し、杭 とともに基本情報 をいれることによ り、

「情物一致」を実現す ることができる。データを格納 したデバイス を内蔵する杭を情報杭

と呼んでいる。

(2)シ ステムと構成

情報杭 システムは固有のデータ格納 して地中に設置 した杭であ り、データを格納 したデ

バイスを内蔵 した杭、杭 に含 まれ るデバイスか らデータを読み取 るための装 置、それ を制

御す るコンピュータか らなる。データの格納デバイス としては電池 レス非接触データキ ャ

リアを使用 してお り、デー タキャリアに内蔵 しているEEPROM上 に記録 されている。

デー タキャリアか らの読み取 りにはRF(ラ ジオ波)を 使用 し、 アンテナをデータキ ャリ

ア上 にかざす ことによ り交信 し、読 み取 りがお こなわれる。また、 これ らの通信はコンピ

ュータが制御する構造 となっている。

情報杭のイ メージを図8に 示す。
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〃

転

図8情 報杭のイメー ジ図

4.10.2RFIDの 種類

(1)RFIDタ グ

っぎに情報杭 に使用 されている非接触データキ ャリアを紹介する。非接触データキ ャリ

アは電池 レスで動作す るが、半導体デバイスは長期の使用 に耐 えられるよ うに、エポキ シ

樹脂で封止されている。

項 目 単 位 仕 様

外観形状 mm 円盤 状(32φX4,45φX4)

重量 9 5.3,9.2

材質 一 PBT/エ ポキシ樹脂

保存温度範囲 ℃ 一40～90

動作温度範囲 ℃ ・25～70

アクセス方式 読み込み/書 き込み可

メモ リ容量 bit 2K

メモ リ素子 EEPROM

表8情 報杭用電池レスタグの仕様

杭に埋め込まれる前の電池 レスタグと情報杭 につ いて写真に示す。
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写真8様 々な情報杭

また、情報杭の中に格納 されるメモ リの内容は以下のようになる。

基本情報 メンテナ ンス情報登録 ・更新

ID番 号 担当者

杭番号 内容

設置者 更新 日時

X

Y

高さ

表9メ モ リの格納例

(2)読 み取 り装置

電池 レスタグに書き込 まれた情報 を読み出すためには、 アンテナと通信装置が必要にな

る。以下 に各々の仕様を示す。
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項 目 単 位 仕 様

共振周波数 kHz 125

アンテナ構造 一
空芯/フ ェライ ト入 り

Q
一 15-100

表10ア ンテナ部

項 目 単 位 仕 様

通信周波数 kHz 125

変調方式 ASK/100%

通信方式 一 半二重

エ ラー チ ェ ック 一 CRC

表11読 み取 り装置

(3)利 用例

情報杭の利用例 を写真で示す。地 中に埋め込 まれた杭の上部か らア ンテナを当てて、P

Cと 情報の読み取 り、必要に応 じて書 き込み操作をお こな う。

写真9利 用の一例
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4.10.3シ ステムの特徴

(1)特 徴 と利用上のメ リッ ト

従来、杭 は地表面 に露出 していな いと利用に困難であったが、非接触データキャ リアシ

ステムを利用 した ことによ り必ず しも地表 に露出している必要はない。 これは杭 に設置さ

れた電池 レスタグ とデータ読み取 りのア ンテナとは離れて いても(最 大80cm)容 易に

探索す ることができるか らで ある。従って、野外では当然起 こりうる自然現象 によって表

面が落 ち葉、残土 、雪な どの固形物で覆われていて も容易 に検 出できる。また 、周辺の土

地改良、開発 によって景観が著 しく改変されていて も容易 に所在確認ができる。 ここが他

の方法、た とえばバーコー ドな どのように表面に情報 を蓄積する場合とは大き く異なる。

一方、地上 には様 々な者が杭 を設置 している場合が多い。多 くはその構造や表面 に記載

されて いる内容で判断 され るが、周辺の景観の改変などにより必ず しもその場 で即時に認

識できない場合がでて くる。 このような場合、杭そのもの に情報があるため、容易 に認識

でき、間違えることがな くなる。野外現場で作業する者にとって負担が軽減され る。

(2)情 報の参照と更新

前節で示 したように、情報杭 にはID番 号、杭番号、設置者、三次元座標が入れ られて

いる。 これ らのデータは書き換え られない固有値 として出荷時 に登録 してあ り、読み取 り

専用装置 を使用すれば誰でも可能である。

一方、データを追記 したい場合は、項 目を選択 しなが ら追記が可能である。 これ らは読

み取 りと同等の距離で行 うことができる。

(3)応 用機能

非接触データキャ リア技術を駆使 した情報杭 は他 の技術 と組み合わせて、以下 のよ うな

使い方が考え られる。

・探査機能

人工 衛 星 を利 用 したGPS(汎 地 球測 位 シス テ ム)のRTK(RealTime

Kinematics)を 利用する ことにより杭近辺まで誘導 される。また、近接 まで近づい

た後 アンテナを用いて容易 に情報杭を探 しだせる。その後、 この杭が移動 などした

かどうかが確認できる。
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・他 のデータベース との連携

図面 ・写真な どの大容量データは現行のタグには記憶させ ることができないが、

モバイル通信技術 と大容量データベース にアクセスすることによ り、現場の詳細情

報を入手可能 となる。すなわち、周辺写真、各種測量図(土 地、電気 、電話線、な

ど…)、 地下埋設物位置図(ガ ス、水道な ど…)が その場で得る ことができ、工事

な どを施工する前の確認な どが確実 に行えるようになる。

(4)ま とめ

本 システムは大阪府八尾市、高知県(実 施 会社:株 式会社 リプロ)な どで実施に移 され

てお り、今後 このシステムが さらに広 く使用 されて いくものと思われ る。
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第5章RFIDの 可能性

5.1物 流 に お け るRFID利 用 部 面 の分 類

RFIDの 物流にお ける応用 システムイメージを、将来の可能性 を中心 に検討する。R

FIDの 利用部面は、RFIDが 貼付される対象により、つぎのよ うに分類で きる。

(1)伝 票 ・送 り状類へ貼付す る電子伝票

(2)商 品 ・荷物へ貼付する物流タグ

(3)輸 送容器へ貼付する物流用キ ャリアシステム

(4)コ ンテナ ・貨車へ貼付する車両識別 システム

(1)お よび(2)は 、コス ト面で1枚2円50銭 ～10円 クラスで使 い捨て利用 中心

であ り、現状RFIDの コス トで は、そのままの利用は当面困難である。再利用の運用、

バー コー ドや2次 元シ ンボル との機能分担が必要である。

(3)お よび(4)で は、数十回以上の繰 り返 し利用を前提 とで きるため、多様な関係

利用者での リー ド・ライ ト機能 を設 ければ、現状RFIDで も活用 の現実性 は高いと考 え

られる。パ レッ トや通 い箱などの、再利用可能な容器 にRFIDを 貼 り付 けた場合の、シ

ステムでは、入出荷検品、仕分けな どの部面での活用が中心 とな り、一種の電子かんぱん

方式での利用 となる。

5.2物 流 に お け るモ デ ル シ ス テ ム

モデル システムを示す。 まず、タグリサイクルを前提とした トラック貨物輸送分野への

適用イメージを5.2.1で 述べる。つぎに、パ レッ トや通い箱な どの、再利用可能な容器に

RFIDを 貼 り付 けた場合の導入イメージを、5.2.2で 述べる。最後 に、コンテナ ・車両 レ

ベルの識別システムの例 を、5.2.3で 述べる。

5.2.1ト ラ ック貨物輸送分野への適用イメージ

トラック貨物輸送分野 にお けるRFIDの 適用イ メージを述べる。 ここでの輸送業務の

流れ を、図9に 示す。
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瓢 §閨菖劃罐 ⑧
図9ト ラック貨物輸送業務の流れ

(1)集 荷

まず、荷送 り人先で注文情報 を登録 し、オ ンラインで発店へ送信する。 これ に応 じて、

発店では注文番号を採番 し、荷送 り人先へ送信す るとともに、携帯端末へ注文情報と注文

番号をダウンロー ドす る。荷送 り人先で は、受信 した注文番号のバー コー ドと注文情報が

記載されたラベルを出力 し、貨物へは り付 ける。 ドライバーは、携帯端末 と、貨物番号だ

けが登録 されたRFIDタ グを持参する。集荷時 に荷送 り人先で貨物 に貼 り付 け られた ラ

ベルの注文番号バー コー ドを読み取 り、 これ をキーに該 当す る注文情報 を呼び出 し、 リー

ダライタ機能 を用いてRFIDタ グへ登録するとともに、タグを貨物へ貼 り付 ける。

(2)拠 点内作業

①荷降ろ し

作業前に拠点端末へ荷降 ろし作業員 の作業員番号を登録 してお く。車両か らの貨物

荷降ろし時に、貨物に貼 り付けたRFIDタ グ情報 を、リーダ ライタで読み取 ること

により、荷降ろし通荷登録を自動で行 う。また、これと同時に、RFIDタ グ情報 を

基 にした貨物個数の自動カウン ト、注文情報や時刻、作業員名 を記載 したチェック リ

ス トを自動出力する。送付元住所 とあて先情報 を基 にした自動ルー トチェ ックによ り、

個数 口貨物、貴重品、誤差貨物の自動チ ェックを行 う。

②仕分け

仕分 け機に設置 した リーダライタでRFIDタ グ中のあて先情報 を読み取 り、これ

を基に貨物の自動仕分けを行 う。
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③積込み

荷降ろしの場合 と同様、リーダライタでRFIDタ グ情報 を読み取ることによ り、

積込み登録を自動で行う。この際、システムにあ らかじめ登録 した各車両別の行 き先

情報 とRFIDタ グ中のあて先情報 を比較することによ り、自動誤積みチェックが可

能 となる。

(3)配 達

また、現状では、バー コー ドに比べてRFIDタ グが高価格であるため、配達完 了時に

RFIDタ グを回収 し、 タグの再利用 を図る。タグの回収 につ いては、運用上の十分な仕

組み を構築することが重要なポイ ン トとなる。

5.2.2再 利用可能な輸送容器での システムイメージ

RFIDの 応用展 開として は、物流セ ンター内な どの閉 じた環境での適用や、通 い箱や

パ レッ トなどの再利用(回 収、使いまわ し)可 能な環境での適用が進む と考え られる。

通い箱やパ レッ ト単位でのRFID情 報の読み込み、書込み によ り、以下 のことが可能

になると考え られる(図10)。

①入荷

自動入荷検品、ロケー ション情報などの付帯情報 自動登録 による作業負荷軽減。自

動鮮度チェック等 による検品精度の向上。

②保管

複数個体認識、ロケー ション情報表示 などによる棚卸 し作業削減。鮮度管理の精度

向上。

③ 出荷

自動出荷検品、自動仕分 けによる作業負荷軽減。自動鮮度チェック、自動荷積みチ

ェックによる出荷検品の精度向上。
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一
・自動入荷検品 ・ロケー ション情報表示

・ロケーシ ョン情報付与 ・鮮度管理精度向上

・自動出荷検 品

・自動仕分け

・自動積込みチェック

図10再 利用可能な輸送容器へのRFIDタ グの応用

以下、パ レッ ト管理によ り焦点 を絞 り、現状の課題 と導入イ メージについて述べる。

(1)パ レッ ト管理の現状の課題

パ レット管理の一般的課題は、以下のように整理できると考 えられ る。

・パ レットが分散 し、回収物流費が高 くな りがちである。

・パ レットが紛失 ・破損 しやす く
、廃棄物処理費、修理費、新規購入供給費等の維持

管理費用が高 くな りがちで ある。

・パ レッ トが紛失 ・破損 しやすいため廉価品 を購入する指 向が強 くな り
、破損等での

耐用期間が一層短 くなるという悪循環 を繰 り返 している。

・パ レッ トが紛失 ・破損 ・油等の洗浄の費用負担
、無断流用 ・流失等の管理責任が不

明確である。

(2)パ レット管理へのRFIDの 導入イメージ

このため、パ レッ トの共同利用 におけるパ レッ ト管理者への費用負担問題 を参考 に考 え

ると、RFIDの 付加費用が上記の ロスの軽減 によってカバー される場合 には、以下のよ

うな導入方法 ・導入効果が見込まれる。
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・パ レッ ト受渡確認、管理データとのマ ッチ ングによ り管理責任が明確になる。

・パ レッ トの所在管理のデータベース化によ り一括回収が可能になる
。

・パ レッ ト受渡 ・所在確認 における伝票 レスに伴う情報処理の迅速化 ・精度向上
、

パ レッ ト所在データベースの検索処理能力の向上が可能になる。

・上記のパ レット利用 ・回収実績データベースを活用 し、新規パ レッ ト投入所要量 ・

管理方法の改善の検討が可能になる。

・管理責任の明確化 にともなって
、破損 ・紛失 ・汚れ等の公平な費用負担ルールの

適用が可能になる。

以上のようなパ レッ ト管理精度の向上、共同利用管理システムの整備 を通 じて、パ レッ

トの所要枚数軽減、維持管理 費節減、回収滞留時間 ・積載率 の改善 によるパ レッ ト移送費

用節減等の効果が見込 まれ る。

また、付帯的要件であるが 、伝票 レス化 による紙資源の節減のほかに、段ボール箱か ら

樹脂製の通 い函等への変更に伴 う再利用 と森林資源の保全効果はパ レッ トについて も同様

の ことが いえる。木製パ レッ トか ら樹脂製パ レッ トへの変更 ・タグの付与 による耐用年数

の延長は、森林資源保護の効果 も大 きいと見込まれる。

参考事例 としてIDカ ー ドを活用 したパ レッ ト管理の実例が ある。

5.2.3コ ンテナ ・車両 レベルの識別 システムイメージ

コンテナ レベルの自動識別 システムは、現在、アメリカの鉄道会社での利用例が最 も端

的な事例であるが、一般には、主要積替拠点(倉 庫、港湾、税関、ヤー ド等)で の貨物管

理効率の向上 に適用でき、 トラックター ミナルにお ける トラクタ相互の切替え ・中継等 と

港湾、鉄道等のイ ンターモーダルなター ミナルにお けるコンテナの トラックとの間の積替

え等への利用が考 えられ る。 また、国際貨物の通関業務に も効果的であると考え られてい

る。

さ らに、自動識別技術 による車両管理のイメー ジとしては、物流拠点 、鉄道 ・港湾施設

等の出入ゲー トの無人の車両情報管理 をはじめ、タンク車管理(温 度、漏出防止、燃料、

オイル等)、 経路 ・到着時刻管理(位 置および時間管理 による 自動的追跡 システムの構築)、

トンネル 内通行管理(ト ンネル は、セルラー、無線 、衛星通信等の通常の移動体通信 シス

テムの利用不能地帯で あるが、 リー ダを トンネル内に設置する ことで貨物情報の入手が可
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能)等 も考えられる。

自動識別技術は、GPSと 移動体通信を利用 した連続的な位置捕捉ではな く、あくまで

リーダの設置 されている場所での情報(ス ポ ッ ト通信)で あるが、主要な貨物の積み替え

拠点 における リーダの設置によって、かな り詳細 な車両 ・貨物の個体データ と位置情報が

収集可能 とな り、物流拠点 における貨物車両 の運行管理 をは じめ、受発注情報(EDI)

システムと移動体(個 体)管 理情報の連携によって共同配送や求車 ・求荷 システム等への

応用も可能になると考 えられ る。

(1)港 湾の例

港湾荷役 におけるAEIシ ステムの例 では、タグは、コンテナ、 トラクタに設置 され、

リーダは、ガン トリーク レー ン、管理車両、出入ゲー トに設置 されている(図11)。 船舶

か らヤー ドへのコンテナの荷揚 げチェックは、ガン トリーク レー ンに設置 された リーダで

行 われる。さ らに、コンテナヤー ド上の コンテナ保管状況のチ ェックは、管理車両に設置

された可動式 リーダで行われる。 また、出入 トラックおよび積出 しコンテナのチェックは、

ターミナル出入 口で行われる。 トラックの出入するゲー ト、鉄道施設、港湾施設等でター

ミナルの出入 トラックを監視 し、 トラックの識別、コンテナ、 シャー シ、 トラクタの出入

を監視することができる。 この システムは重量測定機器 とセ ッ トでも利用できる。

従来の港湾荷役では、人手作業 の場合 、コンテナの紛失、間違った保管、ヤー ドの現況

把握データの欠如、データ入力時の人的 ミス、問題発生時 の追跡、対応のための人手不足

等 の問題が発生 していたが、自動識別 システムによって、コンテナの正確な位置および運

営管理が可能 にな り、人手作業の大幅な削減、 コンテナのヤー ド上での待ち時間節減、船

舶か ら トラックへの積み替え時間短縮、正確性、効率性の向上 によるコンテナ管理能力の

向上、出荷作業能力の向上等が可能になると指摘されている。
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図11港 湾荷役にお けるAEIシ ステムの例

(2)鉄 道の例

鉄道タ グの代表的な例 として は、US鉄 道アムテ ックAEIシ ステムがサー ビス中であ

り、 リーダは、鉄 道会社所有のもの とアムテ ックコーポ レー ション所有 のものがある。米

国では積替え駅 における貨車 の97%以 上にタグが装着されている。アムテ ック提供分だ

けで、現在、米国で370万 個のタグが装着 され、1994年 には300程 度 であった固

定アンテナが積替 え駅、操車場、燃料補給基地、修理施設等に設置され、6000箇 所 ま

で増加 し、合衆国全体 をカバーす るネ ッ トワー クが形成 されて いる。周波 数は、915M

Hzと2.45MHzの2種 が用いられている。

費用面 をみると、 コンテナ に付ける2つ のタグの費用は、ユニオン ・パシフィックの推

計(1991年)で 、1両 約60ド ル 、設置費用はアメリカ鉄道協会推計で1両 約65ド

ルであ り、固定局の費用 は設置費用 を含めて約3万 ドルであ り、上述 したアムテ ックの市

場規模 に乗 じると約6億4000万 ドルの規模 と見込まれる。
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現在の問題点 としては、大規模車体のタ グ設置が遅れていた り、正確 なチ ェックのため

にはタグ基地 の近 くで行 う必要がある こと、鉄道会社の列車を管理す るために設置された

読取機(リ ーダ)の 設置場所が顧客 の保管施設ニーズと一致 しないので顧客 の施設配置 も

考慮する必要があること、タグの設置場所が悪かった り、データ内容 の不整合 に伴 う読み

取 りミスが発生 しているので、タグ設置の品質 をチェックする必要があること、タグまた

はリー ダの機能 しない場合を自己診断できるような システムが必要であること等が指摘 さ

れている。さらに、一般的にはタグの設置個所が側面か底面かの違 い、受動型か能動型か

の違 い、デー タフォーマ ットの違い、周波数の違 い、 リーダの通信制御 システムの違 い、

コンテナの同一タグを トラックター ミナル と鉄道 の基地で同様 に読取 りできるか といった

異なる交通機関の取扱の違い等がある。

標準化 については、アメ リカ鉄道協会(AAR)は1990年10月 にAEIの 業界標

準を決定 し、1992年1月1日 か らアメ リカのイ ンターチ ェンジサー ビス における全て

の鉄道貨車(約140万 両)に 適用 される ことにな った(2年 の猶予期間がある)。 しか し、

このほか にもISOの 任意の海上コ ンテナ標準 、全米 トラック協会(ATA)の 任意の標

準 、ヨー ロッパの鉄道で任意の標準制定の動 き等が あり、複数の交通機関にわたる全体的

な整合性 の確保 ・標準の整備が必要 になっている。今後 、ロジステ ィクスの高度な管理ニ

ーズが強ま り、多様で複雑な製品供給 の流通経路管理が必要 とされるにつれ、信頼ので き

るAEI網 の構築が要請されて くると考 えられ る。
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5.3物 流 業 者 か らみ た 実 現 性

5.3.1適 用場面の実際

物流 におけるモデル システムをベース に想定 される実際の場面(ト ラック輸送 と倉庫業

務 に限定)を 表12に 示す。

その他 にも、定期便である通い箱や通 い袋、修理家電用やパソコン修理用のタグ、 リサ

イ クル物流の廃棄家電用タグや リサイクルBOX用 タグな ど様々な活用場面が考えられ る。

5.3.2実 用化への問題点

パ レッ ト、コンテナ、及び車両 の認識 ・識別管理の利用 については、それぞれの局面で

利用価値があるので、ここでは個々の貨物に貼付 した場合の問題点に絞って考察す る。

(1)情 報 システム構築の問題

まず最初は、設計及び開発上の問題である。

最近、各運送業者の取 り組み以前に2つ の動きがある。ISO/TC1221WG4の 輸送

荷札 ラベルが1998年6月 にDISで 承認 された こと、またRFID及 びICタ グな ど

の標準化(ISO!IECJTClSC31、SC17)が 進んできて いることである。もう

ひとつの動 きは、荷主企業が抜本的な物流改善として専用の運送送 り状を開発 し、各運送

業者 に押 しつけてきていることである。これ らか ら、運送業者が独 自で設計開発するのは

得策ではない。

次に情報化投資の問題である。

特に大手運送業者では、現行システムに累計で莫大な情報化 にコス トをかけて いる。つ

ま り、ホス ト側のメイ ンフレームやネ ットワー ク、ターミナルのサーバー、 自動仕分機及

びスキャナー、集配店 の処理端末や携帯端末、そ して荷主企業へ の持込 み端末な ど、数十

億 円はくだ らない。

その意味で、個々のシステム開発は異なって も、運輸省や通産省などの行政 のバ ックア

ップのもとに、将来 のガイ ドライ ンと実用化 プロセスを明確に して、各社協調 しなが ら推

進 してい くべきである。

(2)オ ペ レー ショナルな問題

RFIDの 導入 を前提 とした場合 、2つ の問題点が考え られ る。

第一は、貨物を輸送す る場合、運送送 り状や荷札の落札か ら不明貨物 ・貨物事故まで を
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考慮すると、いかに情報化 して もビジュアルに見えるものが必須となる。その意味か らも

現行の送 り状 または荷札 を無 くす ことは出来ない。

第二の問題は、次項で述べるが、RFIDの 単価が高額であるとする と、その リサイク

ル利用が前提 となる。パ レッ トや コンテナ等は再利用が前提だか ら問題はな いが、個 々の

貨物に貼付す るとなると回収 は難 しい。特 に、年間15億 個以上もある宅配貨物に至っては、

届け先が一般消費者だけに不可能 に近い。

(3)RFIDの 価格問題

例えば、運送送 り状 にRFIDを 組み込んだ場合、送 り状作成費用 プラスRFID費 用

がかか り、高価な ものになって非現実的で ある。 ここでは、EDI連 携で輸送荷札 ラベル

に組み込んだ場合 を考察する。

輸送荷札 ラベル は、その構成によってかな り価格差がある。通常の1層 式荷札、3層 式

荷札、及び ミシン目の入った切 り離 し式の荷札な どがある。また、使用する糊の強度にも、

強靭、弱糊、及び再剥離糊の3種 類が ある。 ここでは一番期待 される送 り状片 と受領片 と

一体型になった切 り離 し式の荷札を取 り上げる
。

印刷費用は、ロッ トによって左右 されるが、現在運用 されている物量を前提 にして考察

すると、複数片の送 り状が10円 前後 、当該荷札が 目一杯安 く見積 もって4円 前後 と仮定

する。概算ではあるが、RFID単 価 は6円 を下 回ることが一つの目安 となるであろう。

しか し、それは現時点のRFID製 造 コス トか らみて、かな りの開きがある。

5.3,3解 決策への糸 口

商法570条 には、運送約款 を履行す るための運送送 り状を荷送 人が発行 して運送事業

者 に交付す ることを規定 しているが、物流やそのシステムが多様化 して いる現在、既 にそ

の辺の境界線が崩れて しまっている。特 に送 り状や荷札 の費用 について も、荷主企業 、倉

庫業者、または運送業者のいずれが負担するかはケースバイケースである。

従って、RFIDの 取捨選択につ いては、荷主企業 と物流業者が一体 とな って、物流改

善にともな う高品質サー ビス、作 業の効率化 、及びロー コス ト化 を実現 して いくなかで検

討すべきで ある。そ うすれば、価格問題のハー ドル も自ず としてク リアできるであろう。
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分 類 導 入 箇 所 RFID装 着 先 活 用 場 面 活 用 方 法 現行の手段と問題点

輸送業務 出荷元(荷 送人) 個々の貨物 貨物に貼付(補 完作業) (モデル システム5.2.1集 荷)と 同様 情物不一致→情物一致へ

出荷元(荷 送人) RFID付 専用伝票 専用伝票に埋め込み RFIDに 専用伝票情報を書き込む 手書き伝票、統一伝票は

機械打ち

集荷店 個々の貨物 貨物に貼付(補 完作業) (モ デ ル シ ス テ ム5.2.1集 荷) 情物不一致→情物一致へ

ター ミナル 個々の貨物 自動仕分機による仕分 (モデル システム5.2.1拠 点内作業) ターミナルで人的キー入力

ター ミナル 個々の貨物 携帯端末による仕分 (モデル システ ム5.2.1拠 点内作業) 目検による人的仕分

ター ミナル

(仕分場所) 自動仕分機のBOX 方面別自動仕分 荷札ラベルを自動読取 し、
RFIDに 仕分先を書き込む 仕分機毎独自→繁忙期に弱い

ター ミナル(発 地) ロ ー ルBOX
ロールBOXの トラ ック

積 込管理
(モデルシステム5.2.3コ ンテナ識 別)と 同様 殆ど管理していない

ター ミナル(着 地) ロ ー ルBOX
ロールBOXの ター ミナル

入構管 理
(モデ ルシステム5.2.3コ ンテ ナ識別)と 同様 殆 ど管理していない

配達店 ロ ー ルBOX ロールBOXの 回収 (モデル シス テム5.2.2パ レッ ト回収)と 同様 手作業でシステム化 していない

配達店 パ レッ ト パ レッ トの回収 (モデル システム5.2.2パ レッ ト回収) 手作業でシステム化 していない

納品先(荷 受人) RFID付 専用伝 票 専用伝票の回収 納品先の検品作業と情報入力の効率化を図る 目検による人的作業(非 効率)

納品先(荷 受人) 個々の貨物 検品レス納品 EDIデ ータ とのマ ッチ ングによる検 品 レスの実現 日枝 による人的作業(非効率)

倉庫業務 (上記の出荷元と納品先が倉庫や配送センターの場合、同様である)

倉庫内(保管場所) 棚札 入出庫作業、棚卸 し作業
RFIDに 入出庫履歴を書込む。

棚卸作業の効率化を図る
棚札(手 書き)

倉庫内(保 管場所)
棚番

(ロケーシ ョン)
棚付け作業、ピッキング作業

フォー ク リフ ト等 か ら読取、

左記作業の効率化 を図る

高価な自動倉庫、

手作業による倉庫

表12 トラック運送や倉庫業務における適用場面



第6章 まとめ

6.1現 状

RFIDはRFIDタ グ と非接触ICカ ー ドの両方 を含んでいると考え られ るが本報告

書においては主 としてRFIDタ グにっいて調査 した ものをまとめている。

大容量データキャリアとして2次 元 シンボルがすでに実用化 の段階に入 って いることは

周知の ことで あるが、RFIDは2次 元 シンボル と比較 してデータを自由に読み書きがで

きるという大 きな特長 を有 している。

RFIDの 方式にはいくつかのタイ プがあ り、その中でも電磁誘導 タイプで13.56

MHzの 周波数を利用す るものが現在最 も注 目を集 めているものである。 これ は電波法 と

の関連はあるものの、70cmレ ベルの長距離交信が可能で、通信速度 も数10Kbps

と速 いことや大量生産 による大幅な コス トダウ ンの可能性 を持 っていることな どの理由で

今後のRFID市 場拡大の重要な鍵 を握って いるものと思われる。

RFIDタ グに関 してはISOで の規格化 、標準化を目指 してJTC1のSC31に お

けるWG4の 場でデータシンタ ックス、セキ ュリテ ィ、固有ID、 周波数帯、通信方式、

プロ トコルな どの検討が鋭意進め られている。 しか しなが ら各国の電波法の違いや未だ明

確なデファク トスタンダー ドといえるよ うな ものがないこと、すで にある部分では利用が

進められてお り開発各社の思惑 も加わ っていることを考えると、そ の前途 はかな り多難 と

云わざるを得ない。

その中にあってアプ リーケー ションの標準化が重要であるとの認識か ら、物流 における

RFIDの アプリケーションの標準化 を我が国が主導権 を持 って推進する ことになった。

オ リコンをベースにしたアプ リケーシ ョンの標準化 の提案 をSC31に 提 出す るため現在

作業中である。

本報告書においては現在 実際 にRFIDタ グが利用されて いる事例をいくつか調査 して

いる。 日本におけるRFIDの 利用はFA分 野 を中心 にアミューズメン トや農業 、その他

すでに思わぬ広が りを持 っていることをうかがい知ることができよ う。 さらに現在色々な

意味で注 目を集めている物流システムへのRFIDの 利用 に対 して、 どのよ うな場面での

利用が考 えられるか、また どのような問題点 をク リア しなければな らないか、 という点 を

適用場面、システム構築、運用およびコス トな どといった点か ら検討 している。
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6.2課 題

RFIDタ グに関 して云えば本格的な導入はまだ始 まったばか りであるが、現在色々な

分野で利用が検討 されている。

それ は大容量のデータメディアとして、また個体認識の手段 としてバー コー ドや2次 元

シンボル とは異な った特長、即ち読み とりだけはな くデー タを書き込むことが非接触でで

きること、多数のタグを同時に認識することが可能な こと、直接に見えないものでも認識

できることな ど、を有 している ことである。

しか しなが らEDIな どでの広範 囲に渡る範囲での応用 を考 える場合には解決すべき幾

つかの課題が ある。

その第1は 標準化である。バーコー ドや2次 元 シンボル に関 しては既にAIMの 規格化

をは じめJIS化 も行われ、年 内にはISO化 がなる段階へきているのに対 しRFIDタ

グに関 してはよ うや くISO化 の検討が本格的に始 まったばか りである。1工 場内のよう

なある閉 じられた範囲で の利用 の際には大きな問題にはな らな いが物流システムへの応用

といったケースにおいて は複数の場所でのアクセスが必要 とな り標準化は不可欠 と云わね

ばな らない。A社 のメデ ィアはA社 の機器でなければ読み書 きできないといった もので は

不便である。電波は国の財産である との考え方 も強 く、そ のために各国の電波法の違 いが

標準化のネックになる ことも予想される。また国際的 に標準化 され ることによ りユーザー

にとっては市場でのメデ ィアや機器の選択範囲も広が り導入 し易い環境ができあがる こと

にもなるであろう。

第2は メディアの コス トである。現在バー コー ドや2次 元 シンボルに使用する ラベルが

数円であるのに対 しRFIDタ グのコス トは、作成する個数 にもよるが、数十円か ら数百

円で、将来 も紙の ラベル を凌駕 しうるコス トになることは困難であると考え られる。 この

ことか らRFIDタ グを単なる2次 元 シンボルの置 き換えと考 えるのではなく、現在の シ

ステムにこだわる ことな くシステム全体 として付加価値 を何に求めるか、2次 元 シンボル

との使い分けをどう考え るか、使い捨てではな く使 い回 しを考 えるのであれば、回収の方

法な ど運用面をどうするか といった視点で導入を検討する必要がある。

RFIDタ グの実応用 に関する課題 はまだまだ未知の部分 も多 く、机上の検討だ けでは

想定 しきれな い。そのためには特 にアプリケーシ ョンの面での検討が必要で、実モデルで

の構想立案、実証、問題点の分析、解決案の検討 を進めることが最も重要である。

本委員会 においては次年度 として、物流 システム に焦点 を当ててRFIDタ グが物流の
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色々な局面で どう利用できるのか、問題点はな にか、解決案、投資効果 など、具体的なモ

デルを想定 して実証 してみたいと考えている。
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